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北欧 4 ヶ国のうちデンマークに焦点を当てる理由としては次を挙げることができる。1 
北欧 4 ヶ国の平均的な国としてのデンマーク 





















表 1  非サービス業・サービス業における研究開発支出（BERD）／付加価値比率 
単位：％, 2001年 DEN FIN NOR SWE USA JPN
非サービス業 4.00 5.94 1.53 9.84 5.80 6.52
サービス業 0.72 0.47 0.55 0.55 0.89 0.24  


















































の成長は、“Danish miracle” (Schwartz, 2001)、“Finnish miracle” （Benner, 2003）のように驚きを






































1 デンマーク 7 ギリシャ
2 ベルギー 8 独
3 オランダ 9 ポルトガル
4 アイルランド 10 イタリア
5 仏 11 スペイン
6 英  
注： EU Framework Program II&III の国別配分額を、人口比で比較したもの。当時の EU加盟 12
カ国のうちルクセンブルグ以外の 11カ国のランキングが示されている。 














状況との違いを指摘している。(Lundvall, 1999: 23) 
 
表 3  各国のジニ係数 
デンマーク 0.217 日本 0.265
フィンランド 0.228 米国 0.344







注：中国のデータのみは 2000年の値である（※出典は人民日報 HP） 
注：日本の「ジニ係数」は、1990年代以降拡大しているという研究もあり、拡大傾向の有無、規模について
経済学者の間で論争がある。 
出典：Förster & Pearson (2002), “Income Distribution and Poverty in the OECD Area: Trends and Driving 



































































表 4  北欧 4 ヶ国等の研究開発支出の量的規模、官民分担 
Year 1999 DEN FIN NOR SWE JPN USA EU OECD CHN
R&D総支出(GERD)：人口当たり[ドル/人] 602   754   492   888   732   874   432   496   29     
R&D総支出(GERD)：対GDP[%] 2.2    3.2    1.6    3.6    3.0    2.6    1.9    2.2    0.8    
産業界支出(BERD)[ドル/人] 391   514   276   667   518   655   277   344   14     
産業界支出(BERD)：対GDP[%] 1.4    2.2    0.9    2.7    2.1    2.0    1.2    1.5    0.4    
BERD/GERD[%] 64.9 68.2 56.0 75.1 70.7 74.9 64.2 69.3 49.6 
BERDのうち政府資金による支出[%] 4.7    4.2    9.7    7.9    2.0    12.3  8.4    9.0    -
BERDのうち外国資金による支出[%] 5.8    1.4    7.2    3.2    0.5    - 8.9    - -
大学支出(HERD)/GERD[%] 19.4 19.7 28.6 21.4 14.8 13.8 20.8 17.1 9.4   
政府機関支出分(GOVERD)/GERD[%] 14.5 11.4 15.4 3.4   9.9   7.5   14.1 10.8 38.5  
注： DEN:デンマーク、FIN:フィンランド、NOR:ノルウェー、SWE:スウェーデン、JPN:日本、USA:米国、EU:欧
州連合加盟 15 ヵ国合計、OECD:経済協力開発機構加盟国合計、CHN:中国 
出典： OECD Main Science and Technology Indicators 2003 Vol.2  
 






































































































表 6  北欧諸国等の研究開発人材 
Year 1999 (JPN 2001) DEN FIN NOR SWE JPN USA EU OECD CHN
総研究開発人材（FTE）：対人口[%] 0.69 0.98 0.57 0.75 0.70 － 0.46 － 0.07
総研究開発人材（FTE）：対労働人口[%] 1.27 1.96 1.09 1.52 1.32 － 0.99 － 0.11
研究者数（FTE）：対人口[%] 0.36 0.63 0.41 0.45 0.53 0.45 0.25 0.29 0.04
研究者数（FTE）：対労働人口[%] 0.66 1.27 0.78 0.91 1.00 0.90 0.53 0.62 0.07
研究者数（FTE）：対総研究開発人材[%] 52.0 64.6 72.0 59.9 75.8 － 53.9 － 64.6
研究者数：対人口[%] 0.54 0.84 0.69 0.70 0.60 － － － －
研究者数：対労働人口[%] 1.00 1.67 1.33 1.41 1.13 － － － －
うち産業研究者数[%] 41.2 52.2 40.8 41.0 60.6 － － － －
産業研究者数：対労働人口[%] 0.41 0.87 0.54 0.58 0.68 － － － －
産業研究者数：対産業労働人口[%] 0.66 1.48 0.88 1.00 1.10 － － － －
うち大学研究者数[%] 33.8 32.9 46.4 47.7 36.8 － － － －
うち政府機関研究者数[%] 23.9 13.8 12.8 6.2 4.7 － － － －  
注： FTEは、フルタイム換算の意。日本のみ 2001年の値。 




























































































































出典： OECD Main Science and Technology Indicators 2003 
注１： OECD加盟国のうち一人当たり GDP が 2001年時点で 15000USD以上の国をサンプルとした。（※この基
準によると旧共産圏の OECD加盟国は含まれない。）データは 2001年の値を用いた。［以下、同じ］ 





























































































































出典： OECD Main Science and Technology Indicators 2003 






















































































出典： The World Competitiveness Yearbook 1999 (IMD) 
注： “firm-univ cooperation” は、「産学間の技術移転活動に満足しているか」を、企業経営者が 0～10の尺度で
評価したもの。値が大きいほど企業経営者の満足度が高い。IMDによるアンケート調査。 
 






・ 人口当たりの研究開発支出は、北欧４ヶ国とも EU 平均と比べて大きい。但し、フィンランド、スウェ
ーデンの研究開発支出が極めて大きいのに対し、ノルウェーは OECD 諸国平均値程度であり、北
欧 4 ヶ国内においても支出水準には差異が見られる。 
・ 公共と民間との研究開発支出の分担比率を他国と比べると、ノルウェーを除き、民間による支出比
率が大きいことが特徴である。 
・ 人口当たりの研究開発人材の数は、北欧４ヶ国とも EU 平均と比べて多い。但し、ノルウェーは EU








が高く評価されている。細目を見ると、これら 2 国が TAI のうち「技術の創出」という点で高い評価を
得ている一方、「技術の拡散」「人的資本」という点では（TAI 総合ランクは必ずしも高くないノルウェ
ーも含め）各国とも高い評価を得ている。 




関する情報通信技術指標においては北欧 4 ヶ国とも高い評価を受けている。 




・ EU イノベーションスコアボードにおいては、北欧の EU 加盟 3 ヶ国が EU14 ヶ国中上位 3 位を独
占している。細目を見ると、人的資源関連、知識生成関連指標、知識応用・拡散関連指標、市場化
関連指標の全般にわたって北欧 3 ヶ国は高い評価を受けている。 
・ Floridaの創造力指標においては、調査対象となっている北欧 3 ヶ国とも高い評価を受けている。細


































































































・ 大学法[全面改正]（2003年 7月 4日） 
・ デンマーク基盤研究基金法[一部改正]（2003年 6月 11日） 






・ バイオメディカル研究プロジェクトにおける科学委員会システム及び運営に関する法律［全面改正］（2003 年 6
月 11日） 
・ 研究助言等に関する法律[全面改正]（2003年 5月 28日） 
・ 技術・イノベーション法[新法]（2002年 6月 6日） 
・ バイオメディカル研究プロジェクトにおける科学委員会システム及び運営に関する法律［一部改正］（2001 年
12月 19日） 
・ ヘアホルム研究センター法［一部改正］（2001年 6月 7日） 
・ 教育機関に関する法律を一部改正する法律（2001年 4月 6日） 
・ デンマーク工科大学を独立機関に移行させる法律（2000年 12月 20日） 
（※注：2003年大学法全面改正に先駆けて、試行的に当該大学を独立機関化したもの。） 
・ デンマーク教育大学法[全面改正]（2000年 5月 31日） 
・ 中期間高等教育に関する法律[新法]（2000年 5月 31日） 
（※注：2 年制の短期間高等教育（=短大）と 5年制の長期間高等教育（=学部・修士一貫教育）の中間に、3 年
制高等教育（=学部レベル）を試行的に新設したもの。2003 年大学法全面改正により、この学部 3 年-修士 2
年制に完全移行。） 
・ バイオメディカル研究プロジェクトにおける科学委員会システム及び運営に関する法律［一部改正］（2000 年 5
月 31日） 
・ 公的研究機関における発明に関する法律［新法］（1999年 6月 2日） 
・ 大学法[一部改正]（1999年 6月 2日） 
（以下、1990年代以降の主な立法例） 
・ 分野別研究所群に関する法律[新法]（1995 年 12 月 20 日）（※国立研究所制度の基本的事項を定めたもの。
これ以前は、各省ごとに国立研究所を設置しており共通の法律はなかった。） 
・ 技術会議法[新法]（1995 年 6 月 15 日）（※国会の助言機関であった技術会議を、科学・技術・開発省傘下の
独立の助言機関に位置づけ直すもの。） 
・ 優秀研究機関の承認に関する法律[新法]（1994年 12月 21日）（※現在は廃止か。現存を確認できず。） 
・ デンマーク基盤研究基金法[新法]（1991年 6月 6日） 
（以上は科学・技術・開発省（※前身含む）所管法律。以下は、他省所管の主な立法例） 
・ 環境・遺伝子技術法[一部改正]（2002年 12月 3日、新法 1991年 6月 6日）（環境省） 
・ 食糧、農業及び漁業セクターにおけるイノベーション、研究及び開発に対する補助金に関する法律[新法]
（2000年 5月 31日）（食糧・農業･漁業省） 




















出典：「研究会議システムの改革に関する政治合意」（2002年 10月 31日） 
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なお、産学官連携による研究活動強化のための政府行動計画（New ways of interaction between 












・ 2001 年中道右派連立政権成立→産業省のうち技術開発関係部門を IT・研究省に移行し、科学・技
術・開発省を設立。 
 
◆表 11  デンマーク中央省庁の組織改変の変遷4 
年月日    省庁再編の概要 
1975.2.13～ L 教育省 － 商業省  
1979.10.26～ L 教育省 － 工業省 商業省の呼称変更 
1987.9.10～ R 教育･研究省 － 工業省 教育省の呼称変更 
1990.12.18～ R 教育･研究省 － 工業・エネル
ギー省 
工業省とエネルギー省の合併。 
1993.1.25～ L 教育省 研究・技術省 工業省 教育・研究省より研究部門を独立。エネル
ギー省再独立。 
1994.1.28～ L 教育省 研究省 工業省 通信･観光省より通信部門を研究省に移
行。 
1994.9.27～ L 教育省 研究省 産業省 工業省の呼称変更 
研究省に国立研究所全体の調整業務を
追加。 
1998 教育省 研究省 産業省 大学事務を研究省へ移管。 
2000.12.21～ L 教育省 IT・研究省 産業省 研究省の呼称変更 










省（又は科学・技術・イノベーション省; Ministeriet for Videnskab, Teknologi og Udvikling; Ministry of 
Science, Technology and Innovation）である。 
科学・技術・開発省は、大学における教育・研究、産業界における研究及びデンマークにおける技術・開
発政策の連携を図るべく 、旧産業省の技術政策部局を統合し 、旧 IT ・ 研究省 （ IT- og 






                                                          
4 省庁名に用いられている単語のデンマーク語原語と（デンマーク政府が公称している）英訳語は次のとおり。科学: 
Videnskab: Science （※自然科学のみに限定されない広義の「科学」を指す。）, 技術: Teknologi: Technology, 開
発: Udvikling: Innovation （※「イノベーション」と訳すこともできるが、「科学・技術・イノベーション省」の日本語として
の座りの悪さ、Udviklingには Developmentの意もあること、から「開発」と訳した。）, 研究: Forskning: Research, 商
業: Handel: Commerce/Trade（※狭義の商業を指す場合もあり、（工業等を含む）商行為全般を指す場合もある。）, 
工業: Industri: Industry（※狭義の工業のみを指す場合が中心であるが、商行為全般を指す場合もある。）、産業: 














カレッジは、現在全国に約 150 校があり、約 3 分の 1 が 2 年制の短期間高等教育機関、残る約 3 分の







カレッジ学生数約 9.9万人、大学学生数（PhD課程まで全て）約 10.4万人(2000年)。 
出典：デンマーク教育省 HP （www.uvm.dk） 
出典：De videregående uddannelser i tal 2000 （デンマーク教育省） 






旧産業省は、主として 1970 年代以降、技術政策に取り組んできた[Munk-Christiansen (1989), “Danish 
Technology Policy”（参考 3 に後述）]。2001 年までは科学技術政策において旧研究省と並び重要な役割






で言えば政府の研究関係予算の約 1.7％を占めるに過ぎない5 [Offentligt forskningsbudget 2003, デンマ


















Forskningsråd; The Danish Council for Research Policy）が科学･技術･開発省に置かれている。 
1996 年 6 月に研究省（※当時）に設置。科学･技術･開発大臣の諮問機関。但し、大臣の諮問なく助言
することも可。また、国会、他省が諮問することも可。根拠法は研究助言等に関する法律（Lov om 














（構成員：2002年 6月 26日現在） 
議長 オルボー大学教授 
副議長 デンマーク農業研究開発会議議長 
議員 Novo Nordisk財団会長（※大手製薬会社の持株財団） 
議員 コペンハーゲン大学 NielsBohr研究所長 
                                                          





議員 Kromann Reumert法律事務所（※元コペンハーゲン大学教授） 





・Comments from the Danish Council for Research Policy on "The role of the universities in the Europe of 
knowledge: 5 February 2003 COM (2003) 58 Final" (2003年) 
・A Good Start - Evaluation of Research Training in Denmark (2000年) 
・University Governance and Leadership (1999年) 
・Annual Report (各年度) 
 
デンマーク研究会議の設置根拠は「研究助言等に関する法律」であるが、この法律は直近に改正された


























































研究フォーラム（Forskningsforum; The Board of Danish Research Councils）は 1997年に設置された。根
拠法は、研究助言等に関する法律9。分野ごとに設けられた 6 つの研究会議の調整、分野横断的事項、戦









議長 社会科学研究所所長   議員 オルボー大学教授 
議員 オーフス大学教授   議員 デンマーク教育大学学長 
議員 Skejby市立病院医師   議員 林業・農業研究センター所長 
議員 デンマーク農業研究センター所長 議員 Novozymes株式会社研究部長 
議員 国立リソ研究センター システム科学部長 議員 コペンハーゲン大学教授 












































デンマーク研究会議（Danmarks Forskningsråd; The Danish Council for Research Policy）、産学官の研究
機関に対し助言する。助言は、求められた場合のほか、自らの意思で行うことが出来る。各研究会議の事
務局は、研究機構（Forskningsstyrelsen; The Danish Research Agency）に置かれている。 
分野横断的事項、戦略的事項の検討を行うため、6研究会議を代表する者及び科学･技術・開発省の指





議長 デンマーク工科大学化学工学研究所長 議員 Sensor Technology Center株式会社社長 
議員 オルボー大学教授   議員 オルボー大学学長 
議員 Danisco株式会社研究本部長  議員 デンマーク工科大学教授 
議員 オルボー大学教授   議員 南デンマーク大学教授 
議員 デンマーク工科大学教授  議員 Alexandra Instituttet株式会社社長 
議員 リソ研究センター研究部長  議員 建築家 
議員 国立建築・都市工学研究所長  議員 オルボー大学教授 
参照ウェブサイト：www.forsk.dk 
 
6研究会議合計の研究助成予算 約 191億円（2003年度） 
（内訳） ・自然科学研究会議 42億円 
・生命科学研究会議 32億円 











































・ポスドク研究制度（PhD 取得直後の研究者対象、研究期間最長 2 年間）（合計 11 課題で約 2.1 億
円） 
・プロジェクト研究（画期的アイディアに基づく国際レベルの研究）（合計 31課題で約 8.6億円） 
・大規模プログラム（産学官の研究グループによる大規模プロジェクト）（合計 5課題で約 6.2億円） 
                                                          




・COEプログラム（合計 1機関、約 4.3億円） 
・研究装置整備（合計 3機関、約 0.5億円） 
・STARTプログラム（合計 5課題、約 0.8億円） 
・海外研究支援（デンマークの研究者の海外における研究活動の支援）（合計 7課題、約 0.1億円） 
・会議開催支援（合計 2件、約 0.4億円） 
・その他支援（合計 2件、約 0.4億円） 
 
3.4.3 研究機構 
研究機構（Forskningsstyrelsen; The Danish Research Agency）は、科学･技術･開発省傘下に置かれた独
立の機関である。各種の会議、委員会の事務局を務めている。 
1998年 12月、研究フォーラム（Forskningsforum; The Board of Danish Research Councils）、6分野の研
究会議（Forskningsråd; The six Research Councils）、中央科学倫理委員会(Den Centrale Videnskabsetiske 
Komité; The Central Scientific Ethical Committee)の事務局機構として設立。1999年には、科学的不誠実
行為に関する委員会(Udvalgene Vedrørende Videnskabelig Uredelighed; The Danish Committees on 
Scientific Dishonesty)の事務局業務を、2000 年には研究者養成会議 (Forskeruddannelsesrådet; The 
Danish Research Training Council)の事務局業務を追加。科学・技術・開発省傘下の会議等の政策助言機
能、研究助成機能を適切に運営することを目的とする。 
機構の部局は、担当会議・委員会ごとに構成されている。職員 64 名（※フルタイム換算）（2003 年度）。
研究機構が事務局を務める各会議の予算は合計約 167億円（2002年度）。 
 
表 14  研究機構所管予算 








分野別研究評議会小計 a 121.7 2,920 73.0%
（研究フォーラム）
研究プログラム制度等 b 32.6 782 19.5%
(研究者教育)
研究者教育評議会等 c 12.4 298 7.5%









出典: Ansøgt beløb under den almindelige fondsfunktion sammenholdt med bevilget beløb, Fondsfunktionen i 
tal (Forskningsstyrelsen) 
出典: Årsrapport 2002 for Forskningsstyrelsen (Forskningsstyrelsen) 
 
3.4.4 デンマーク基盤研究基金 






















また、研究者養成に関する助成プログラムを有しており、200 人の PhD 課程学生に対し助成を行ってい
る。 



























現在の出資金は約 432 億円 [※日本との人口比 24 倍で換算すると約 1 兆円]。最近では、2001 年の
法改正で 2億円、2002年の法改正で 5億円増資されている。 
政府研究関係予算統計においては、成長基金の年間の研究関係支出（1997-2001 年の 5 ヵ年の平均
値）として約 22 億円 [※日本との人口比 24 倍で換算すると約 524 億円] が計上されていたが、2002 年
以降は予算ゼロと計上されている。これは、基金の戦略の変更に伴い、基金の投融資活動に損失を見込ま
ないようになったため、と説明されている。 
なお、約 22億円という額は、政府の研究関係予算 1648億円（2003年度）の約 1.3％に当たる。 
出典：www.vaekstfonden.dk 








フス大学は 19世紀以前の創立で、他の大学は 20世紀の創立である。なお、私立大学は存在しない。 
現在、デンマークの大学の設置根拠は科学・技術・開発大臣が所管する大学法である。デンマークの大
学は、国の独立14の行政機関であり、科学・技術・開発大臣が監督する。大学の目的は、「国際的に見て高
い水準で」「研究を実施し、研究ベースの教育（forskningsbaseret uddannelse, research-based education）を








デンマークの大学の研究予算の総額は 750 億円*［日本との人口比で換算（24 倍）すると 1 兆 7998 億
円］（2003 年度）である。なお、大学に対するデンマーク政府の総支出額（教育経費含む。）は 2286 億円
**［5兆 4864億円］（2000年度）である. 
*出典：Offentligt forskningsbudget 2003（デンマーク研究調査所） 
**出典：Education Indicator 2000（デンマーク教育省） 












 なお、参考資料として、大学法（概要）(Act on Universities)（2003年 7月 4日全面改正）、大学法改正案
補足説明資料（概要）（2002年 10月、科学・技術・開発省）を参考 2-2に付す。 
 
3.5.2 国立研究所 





1999 年現在、29 研究所の合計職員数は 9826 人（※日本との人口比 24 倍で換算すると約 23.6 万人）
であり、うち 22％が「研究者」と分類される。1999 年現在、国立研究所全体で 335 人の PhD 課程学生（※
PhD課程学生全体の約 7％）の研究者養成を担当している。 
国立研究所全体の予算（2003年）は、約 281億円（※日本との人口比 24倍で換算すると約 6755億円）
である。この額は、研究会議等の外部資金によるものを含まず、国から直接補助されたものに限ったもので
ある。 
なお、約 281 億円は、デンマーク中央政府の研究開発関係予算 1648 億円（2003 年）の約 17%に相当
する。[出典：Offentligt forskningsbudget 2003（デンマーク研究調査所）] 
国立研究所理解の参考のため、デンマークで二番目15に大きい国立研究所のリソ研究センター
（Forskningscenter Risø：科学・技術・開発省所管）を例に概要を記す。参考2-2にリソ研究センターに関する



















表 15  リソ研究センター予算 
リソ研究センター2002年度決算
億円 左欄×24 シェア
収入合計 95.4 2,289 100%
国からの基礎補助金 43.7 1,048 45.8%
公的機関からの助成、契約 30.2 726 31.7%




施設等投資 13.6 326  
注： 1DKK=18円で換算。中欄は、デンマークと日本の人口比（24倍）で換算したもの。 
注： 2003年より独立したデンマーク解体機構（Dansk Dekommissionering）分を除く数値。 











技術・イノベーション会議（Rådet for Teknologi og Innovation）は、技術･イノベーション法（2002年 6月
施行）に基づき、科学･技術･開発大臣の諮問機関として設置された。旧産業省所管の旧技術サービス法
（Lov om teknologisk service）に基づく旧技術サービス会議（Rådet for Teknologisk Service）を発展改組し









・ イノベーション・コンソーシアム (Innovationskonsortier) 
・ 承認技術サービス機関 (Godkendt Teknologisk Service: GTS) 
・ 産業 PhD、産業イノベータ （ErhvervsPhD og Erhvervsinnovatører） 
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・ 「イノベーション環境」 (Innovationsmiljøer) 




（構成員：2002年 8月 12日現在） 





議員 Femer Bælt 株式会社 CEO 
議員 Micro Matic Holding 株式会社 共同 CEO 
議員 VIKAS 株式会社 開発部長 
議員 CPH Industriel Design CEO 
 
技術・イノベーション会議が所管する予算は約 111 億円（2002 年度）[1kr＝18 円で換算、日本との人口
比 24倍で再換算すると 1124億円]である。制度毎の予算額は以下のとおり。 
 
表 16  技術・イノベーション会議予算 
技術・イノベーション会議 2002年度予算
（制度別予算） 億円 左欄×24 シェア
承認技術サービス機関GTS 46.8 1,124 42.2%
イノベーション環境 24.0 576 21.6%
イノベーションコンソーシアム 20.8 499 18.7%
地域経済成長環境整備 9.5 229 8.6%
産業PhD 5.7 137 5.1%
産業イノベータ 0.5 13 0.5%
標準化 3.6 86 3.2%
合計 111.0 2,663 100%  
注： 1DKK=18円で換算。中欄は、デンマークと日本の人口比（24倍）で換算したもの。 
















「イノベーション・コンソーシアム」は、少なくとも 1 つの民間企業、少なくとも 1 つの公的研究機関（※大




バイオ・フィルム技術研究センター（Center for Biofilm i Tekniske Systemer (BioTekS)） 
・ 承認：2001年 
・ 公的助成額：約 2億円（※助成期間 3年間全体での額） 
・ 参加機関：＜企業＞Danfoss A/S, Grundfos A/S, H. Lundbeck A/S, Dalum Papir A/S, 
AVK GUMMI A/S, Adept Technology A/S 
＜公的研究機関＞オルボー大学 



















2002年 2月現在、以下に掲げる 11の技術サービス機関が GTS として承認されている。（ ）内は主な取
扱い技術分野である。 
• Bioteknologisk institut （バイオ技術） 
• Dansk Brandteknisk Institut （消防技術） 
• Dansk Institut for Fundamental Metrologi （測量学） 
• Dansk Standard （工業標準） 
• DHI （海洋技術、水質技術、環境技術） 
• Teknologisk Institut （建築技術、エネルギー技術その他産業技術） 
• Dansk Toksikologi Center （毒物化学、環境科学） 
• DELTA （電子技術、情報技術、光学、音響技術） 




• dk-TEKNIK ENERGI & MILJØ （エネルギー技術、環境技術） 
• DMI （水質技術、大気技術、海洋技術） 
• FORCE instituttet （センサ技術、生産技術） 
 
技術サービス機関は、その承認に伴い、科学・技術・開発大臣に対し補助金を申請することができる。補
助金は GTS の商行為における損失の補填のために用いられるものではなく、GTS が最新の技術サービス
を提供するために必要な GTS 自身の能力向上のために用いられなければならない。このため、補助金の
交付に当たっては、GTS と科学・技術・開発大臣との間で契約書が交わされる。補助金の継続期間は 3 年
間である。補助金の配分は、技術･イノベーション会議の助言に基づき、科学・技術・開発大臣が決定する。 




出典：Beretning fra Rådet for Teknologi og Innovation for 2002 (Rådet for  
























                                                          
18 Technological Incubator と英訳される場合もある。 
19 正確には、European Commissionの公報。 
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ョン環境」を承認する。 
2001年 9月 13日時点で「イノベーション環境」として承認されているのは以下の 8社である。（A/Sは株
式会社の意。） 
・ BioVision A/S （設立者：バイオ技術研究所、BI Technology株式会社、Jyske銀行）【活動地域：Øresund海峡
地域】 
・ CAT-Symbion Innovation A/S （設立者：CAT Science Park, Symbion Science Park）【活動地域：コペンハーゲン
首都圏】 
・ DTU Innovation A/S （設立者：デンマーク工科大学(DTU)、Hørsholm研究センター、Teknologisk Institut）【活
動地域：Øresund海峡地域】 
・ HIH Development A/S （設立者：Herning市、Ringkøbing県）【活動地域：Jylland半島及び Fyn島】 
・ NOVI Innovation A/S （設立者：Nordjylland リサーチパーク(NOVI)）【活動地域：Jylland半島北部】 
・ Syddansk Innovation A/S （設立者：Fyn リサーチパーク）【活動地域：Fyn島、Jylland半島南部】 
・ Teknologisk Innovation A/S （設立者：Teknologisk Institut）【活動地域：全国】 




の公的財政支援は約 24 億円（1kr＝18 円で換算、日本との人口比 24 倍で再換算すると 570 億円）の公
的財政支援が行われている。補助率は、個別プロジェクト支援費用：75％（又はそれ以上）、プロジェクト探
索経費等の事業経費：最高 17％、事務経費：最高 8％。 
公的財政支援を受けつつ、「イノベーション環境」は個別のプロジェクトを支援する。EU の定める上限規
定のため、プロジェクト一件当たりの支援額は年間約 1300万円（※10万ユーロ）以下とされている。 
参照資料： “Good Practices in Nordic Innovation Policies (GoodNIP)”, Norweigian Center for Innovation 
Research (STEP), 2003 (Funded by Nordic Industry Fund) 
 
3.6.5 リサーチパーク 








アグロ・ビジネス・パーク; Agro Business Park; Agro Business Park 
リサーチパーク CAT; Forskerparken CAT; CAT Science 
リサーチパーク・フュン; Forskerparken Fyn; International Science Park Odense 
ヘアホルム・リサーチセンター; Forskningscentret ved Hørsholm; The Danish Science Park at Hørsholm 
北ユラン・サイエンスパーク株式会社 NOVI; Nordjyllands Videnpark A/S NOVI; NOVI A/S 
サイエンスパーク・オーフス; Science Park Aarhus; Science Park Aarhus 


















活動を Community Based Research (CBR) と称する場合もある。なお、ISSNetのデンマークにおけるコンタ
クトポイントはデンマーク工科大学（DTU）に置かれている。 
 
デンマークにおいては、DTU をはじめ各大学に Videnskabsbutikken ないし類似の組織（「成長のための
科学」 “Viden til Vækst”, プロジェクト取引所 Projektbørsen等）が置かれている。 
 
（デンマークにおけるサイエンスショップないし類似組織） www.vb.dtu.dk より 
VidenskabsButikken DTU (デンマーク工科大学) 
Anvendt Viden (デンマーク工科大学、ロスキレ大学、コペンハーゲン大学の共同組織) 
Viden til Vækst SDU (南デンマーク大学) 
VidenskabsButikken Ålborg (オルボー大学) 
VidenskabsButikken RUC (ロスキレ大学) 
Projekt- og Praktikformidlingen KVL (王立獣医学･農業大学) 
VidenskabsButikken på KU (コペンハーゲン大学) 
Projektbørsen RUC (ロスキレ大学) 
Projektbørsen HHK (コペンハーゲン商科大学) 
















表 17  デンマークの大学のサイエンスショップの例 
デンマーク工科大学 DTU 南デンマーク大学 SDU
















































の分野で世界的に極めて高い競争力を誇る Novo Nordisk 社の主力研究開発拠点（大コペンハーゲン域
内の Gladsaxe 市 Bagsværd）（研究開発スタッフ 1000 人を集積）や、アルツハイマー治療薬の分野で世界





の異分野の研究者 6 人により始められた取組みは、1986 年に、100 人の研究者が一人約 9000 円の拠出
により設立したコペンハーゲン研究都市イニシアティブ協会（KFI, Foreningen Københavns Forskerby 
Initiativ)として具現化した。この KFI が現在の Symbion 財団につながっている。KFI はコペンハーゲンに
デンマーク初のサイエンスパーク Symbion を設立した。なお、“Symbion” は、異分野組織間の協力活動を
意味するギリシャ語 “symbiose” に由来する。 
 
































理事：   王立獣医学・農学大学学長 
理事：   Competencehouse 経営責任者 
理事：   デンマーク産業団体連合会（DI）代表 
理事：   デンマーク工科大学副学長 
理事：   デンマーク薬科大学学長 











Symbion サイエンスパークの運営会社。Symbion 財団等 31 の出資者により設立。Symbion 財団以外の主な出
資者は、給与労働者年金財団（LD）、Nordea 銀行、Danske 銀行、Magistrenes 年金ファンド、Jernet 年金ファンドで
ある。年間収入約9億円、職員数26名（2003年、1kr＝18円換算）。 
Symbion 株式会社による Symbion サイエンスパークの運営業務は、インキュベータ業務（事務所用スペース







株式を 100％保有している。また、Symbionグループのベンチャーキャピタルである Symbion Capital I株式会社に
も出資している。取締役会メンバーは以下のとおり。 
会  長  Danica 経営責任者 
副会長  コペンハーゲン商科大学学長 




Sprit Group株式会社 経営責任者 
 




Symbion資本株式会社（Symbion Capital I A/S） 
Symbion 資本株式会社は、Symbion グループのプレ･シーズ向け資本であり、IT、バイオ分野の初期段階の企
業に投資することを目的に設立された。出資者は Symbion株式会社（※出資比率 8％）のほか、ATP イノベーショ
ン投資組合（ATP-PEP、デンマーク労働者付加年金制度により設立された投資組合）、デンマーク Nordea 銀行株
式会社、デンマークNordea年金株式会社、欧州連合投資基金（EU Investment Fund）、Kirkbi株式会社である。 






会  長  Danica 経営責任者 
副会長  コペンハーゲン商科大学学長 




Sprit Group株式会社 経営責任者 
 












は、共同で CAT リサーチパークを設立し、一体的な産学官連携･技術移転活動を進めている。また、CAT は、
コペンハーゲン市の Symbionサイエンスパークと共同でベンチャーキャピタルCAT-Symbion イノベーション株式
会社（CAT-Symbion Innovation A/S）を設立している。 
 
































理事長  ロスキレ県知事 












学内の計 3 ヶ所に床面積 8500 ㎡の施設を保有。インキュベータ施設として実験室、事務所を入居企業に提供す
るほか、会議施設等を有する。現在、26社が入居している。 
また、投資事業としては、「コンセプトの実証」を目的とする「プレプロジェクト」（forprojekt）として設立段階の新規















CATシーズ株式会社（CAT Seed A/S） 




DTUイノベーション株式会社（DTU Innovation A/S） 













図 20  IT回廊南デンマーク地域の産学官連携・技術移転機関 
Syddansk InnovationA/S
科学・技術・開発省

























理事長：  MicroMatic Holdning 株式会社 最高経営責任者 
副理事長：Cormall 株式会社 最高経営責任者 
理事：    Sønderjyllands県知事 
理事：    Sønderborg市長 
理事：    Fyn県知事 
理事：    Odense市長 
理事：    Mads Clausen Instituttet所長 
理事：    南デンマーク大学（Syddansk Universitet） 学長 
理事：    オーデンセ技術カレッジ(Ingeniørhøjskolen Odense Teknikum) 学長 
理事：    Danionics 株式会社 最高経営責任者 

















南デンマーク・ベンチャー株式会社（Syddansk Venture A/S） 
南デンマーク大学（Syddansk Universitet, SDU）及び南デンマークリサーチパーク（Syddanske Forskerparker）から
のスピンオフ企業を中心に投資することを目的として設立された。2003 年 3 月設立。資本金 18 億円（1kr＝18 円
換算）。筆頭株主は成長基金（VækstFonden）。地元銀行やその他民間企業からも出資を受けている。 
南デンマーク・ベンチャー株式会社 はリスク資本である 南デンマーク投資会社（Syddansk Kapital K/S 
(kommanditselskab)）を通じて投資活動を行っている。2003年中に 3社に出資した。 























あった (Kyvik & Tvede, 1998)。この直後の 1988年には他の国の学位制度との整合性をとる形で旧来の licentiate


































◆デンマークにおける研究者養成に関する評価報告書（Evaluering af forskeruddannelsen i Danmark）
（2000年） 
※同報告書によれば、1999年 3月現在のデンマーク国内の PhD課程学生数は 4914人[日本との人
口比 24倍で換算すると約 11.8万人]であり、1998年中に PhD学位を取得した者は 839人[同、約
2.0万人]である。参考までに、日本の博士課程学生数は 62481人（2000年、文部科学省）である。 

















は 14 件のケースにつき審査している。14 件のうち 3 件は、Bjørn Lomborg による “The Skeptical 
Environmentalist: Measuring the Real State of the World ” (Cambridge Univ Press, 2001) [※邦訳：「環境危
機をあおってはいけない：地球環境のホントの実態」 文芸春秋社, 2003] という著作物に関するものであっ
た。 








中央科学倫理委員会（Den Centrale Videnskabsetiske Komité）は、バイオメディカル研究プロジェクトに





科学・技術・開発大臣が指名する者 2名（うち 1名は委員長）、内務・健康大臣が指名する者 2名、各地
域科学倫理委員会が指名する者 14 名（7 地域科学委員会の委員長及び副委員長）により構成される。事
務局は研究機構に置かれている。 
（構成員：2003年 12月 31日現在） 
委員長 国立公衆衛生研究所長（※科学・技術・開発大臣指名） 
委 員  牧師（※科学・技術・開発大臣指名） 
委 員  ジャーナリスト（※内務･健康大臣指名） 
委 員  国会議員（※内務･健康大臣指名） 
委 員  デンマーク薬科大学教授 
（※コペンハーゲン第 1地区地域科学倫理委員会委員長） 
委 員  コペンハーゲン市議会議員 
（※コペンハーゲン第 1地区地域科学倫理委員会副委員長） 









                                                          
21 Bjørn Lomborgの上記著書については、Lomborg氏と Scientific American誌の間で、2002年に「ロンボー論争」と
も言うべき論争も起きており、デンマーク以外においても話題となったものである。委員会は当初、当該著作物の記








者 Lomborg氏はデンマーク人であり、デンマーク環境省傘下の環境評価研究所（Institut for Miljøvurdering (IMV), 











（理事会構成員：2003年 12月 31日現在） 
理事長 デンマーク工学アカデミー議長（※科学・技術・開発大臣指名） 
副理事長 Herning市議会議員（※科学・技術・開発大臣指名） 
理事 コペンハーゲン IT大学学長（※科学・技術・開発大臣指名） 
理事   元国会議員（※科学・技術・開発大臣指名） 
















































































































































































































































































































究組合への支援がよく知られ、1980 年代に米国 SEMATEC、欧州 EUREKA 等の科学技術政策が発足

























































































































































































































表 27  デンマークにおける「公的研究予算」（2003年）＜支出機関別内訳＞ 
機 関 予算(2003年) ×24 
中央政府 1648億円 3兆 9548億円 
国際機関* 145億円 3486億円 
地方政府 113億円 2715億円 
デンマーク基盤研究基金 46億円 1102億円 
合計** 1952億円 4兆 6852億円 
1kr=18円で換算。右欄は日デ間の人口比(24倍)で再換算したもの。 
＊国際機関の内訳: EU 134億円, 北欧会議 11億円 **GDP比 0.66% 







表 28  デンマークにおける「公的研究予算」（2003年）＜研究分野別内訳＞ 

























表 29  デンマークにおける「公的研究予算」（2003年）＜一般分野研究の支出機関別内訳＞ 












































































表 30  デンマーク中央政府における研究予算（2003年）＜支出官庁別内訳＞ 
中央政府研究関係予算(2003年度）
(支出官庁別） 億円 左欄×24 シェア
科学・技術・開発省 1,186 28,453 71.9%
食糧・農業・漁業省 123 2,954 7.5%
文化省 77 1,854 4.7%
教育省 64 1,525 3.9%
環境省 47 1,128 2.9%
外務省 34 826 2.1%
雇用省 33 793 2.0%
経済・産業省 29 690 1.7%
社会省 16 385 1.0%
交通省 15 355 0.9%
内務・保健省 12 291 0.7%
国防省 9 220 0.6%
難民・移民・統合省 2 60 0.2%
財務省 1 16 0.04%
中央政府合計 1,648 39,548 100%  
1kr=18円で換算。右欄は日デ間の人口比(24倍)で再換算したもの。 




文化省: デンマーク言語･文学機構（Det danske Sprog- og Litteraturselskab）、王立図書館（Det 
Kongelige Bibliotek）等に対する支出が中心。 
教育省: 国立教育学研究センター（Statens Pædagogiske Forsøgscenter）等に対する支出が中心。（※
大学に対する研究予算の支出はここには含まれない。→科学･技術･開発省） 


























研究関係予算合計 1,186 28,453  
注： 1kr=18円で換算。右欄は日デ間の人口比(24倍)で再換算したもの。 
注： 技術・イノベーション会議の数値は 2002年度のもの。 
出典： Offentligt forskningsbudget 2003 (Forskningsstatistik, Analyseinstitut for Forskning) 













表 32  各国の研究開発支出の比較 
Year 2001 デンマーク 日本 米国 スウェーデン フィンランド 独 仏 英 EU15
研究開発費[MUSD] 3,327    96,749  246,187   9,233    4,207    48,330  31,164  24,540  163,585  
　-人口1人当たり[MUSD] 700       816       965          1,112    901       661       588       499       493         
　-GDP比[%] 2.39 3.06 2.74 4.27 3.42 2.51 2.23 1.89 1.93
（財源別）
　-民間財源（国内）[%] 61.7 73.0 67.3 71.9 70.8 65.6 54.2 46.2 55.9
　-公的財源（国内）[%] 30.5 26.6 － 24.7 26.7 31.9 38.6 35.8 36.4
　-外国から[%] 7.8 0.4 － 3.4 2.5 2.5 7.2 18.0 7.7
（支出機関）
　-民間企業[%] 68.9 73.7 73.0 77.6 71.1 69.9 63.2 67.4 64.9
　　# うち公的財源[%] 3.1 0.8 9.4 5.8 3.7 6.8 8.4 11.9 8.0
　　# うち外国から[%] 9.2 0.5 － 2.9 0.7 2.4 8.7 23.7 9.2
　　# 他（自己負担）[%] 87.7 98.7 － 91.3 95.6 90.8 82.9 64.4 82.8
　-大学[%] 18.6 14.5 14.5 19.4 18.1 16.4 18.9 21.4 21.2
　-政府機関[%] 11.8 9.5 7.9 2.8 10.2 13.7 16.5 9.7 13.1  
注: ドル表示は 1995年基準の PPP（物価指数）換算値 




・ 国レベルでの研究開発費総額は、人口比で見て日本より 10%程度少なく、GDP 比で見ると 20%程
度少ない。 
・ 研究開発費の財源を見ると、政府財源が占める比率は 30%程度でほぼ同じ。但し、デンマークの外


















・ 他の欧州諸国（特に EU15 カ国合計）と比べた場合のデンマークの特徴は、研究開発費総額が多い
こと、公的財源への依存が少ないことが挙げられる。 
 































































公的な「科学技術関係予算」の総額はデンマーク 1952 億円（日本の人口規模に換算すると 4 兆 6852









表 34  公的な「科学技術関係予算」（2003年）の両国比較＜支出機関別内訳＞ 
デンマーク 
2003年度 予算（デ） 左欄×24 予算（日） 
日本 
平成 15年度 
中央政府 1648億円 3兆 9548億円 3兆 5876億円 中央政府 
デンマーク基盤研究基
金 46億円 1102億円 － （該当なし） 
地方政府 113億円 2715億円 5127億円 地方政府* 
国際機関（EU等） 145億円 3486億円 － (不明) 




出典：Offentligt forskningsbudget 2003（デンマーク研究調査所） 
出典：平成15年度予算における科学技術関係経費（文部科学省） 
 
表 35 国全体の研究開発支出と公的な「科学技術関係予算」との比較 















[3.06％] 合計 c 
1kr=18円で換算。中欄は日デ間の人口比(24倍)で再換算したもの。 
（ ％）は、合計 c欄に対する比率。 
［ ％］は、GDP（PPP換算）に占める割合（OECD統計より引用）。 
注： 「合計」額は OECD 統計による国全体の研究開発支出（2001 年）。「公共支出」額は「科学技術関係予
算」の値で前表と同じ（2003年度）。 
出典：OECD Main Science and Technology Indicators 2003 
























表 36  「科学技術関係予算」（2003年）の両国比較＜研究分野別内訳＞ 
デンマーク 
















自然科学研究 14.1%  
 19.4% 環境 
宇宙研究 2.4% 9.5% フロンティア 
エネルギー 1.2% 18.0% エネルギー 
交通研究 
＋都市計画研究 
1.3% 8.1% 社会基盤 
社会科学研究 7.5%  
人文科学研究 9.7%  
（その他横断分野等） (24.9%) (0%) （その他） 
公的支出合計 100% 100% 政府予算合計 
注：デンマークは公的支出全体、日本は中央政府支出のみ。 



















表 37  中央政府の「科学技術関係予算」（2003年）の両国比較＜支出官庁別内訳＞ 
デンマーク 
















































































がわかる（デンマーク（人口比換算後）2兆 8453億円、日本 2兆 2891億円）。 












表 38  大学制度の両国比較 








































デンマークの大学予算34は約 1512億円[人口比 24倍で換算すると 3兆 6277億円]で、このうち約 50%
の約 750 億円[人口比換算で 1 兆 2388 億円]が研究関係予算である。同様に、日本の大学予算（※公的












表 39  日・デンマークの二省間の「科学技術関係予算」の比較＜支出機関別内訳＞ 
デンマーク 科学・技術・開発省 研究関係予算 日本 文部科学省 科学技術関係予算
（支出機関別） 億円 左欄×24 億円 （支出機関別）




大学向け公的支出全体 1,512 36,277 37,701 うち国＋地方公共






国際的研究活動への支出 58 1,394 － 国際的研究活動への支出
各研究機関 52 1,259
その他 24 566












した。但し、2003 年度の数値が一部不明なため、研究会議／研究機構予算全体（[1], 2003 年度）に、
各研究会議への 2002年度における予算配分比率（[3]）を掛けて推定した。 




振興会）のみの予算額は 1765億円（平成 15年度）。 
注 8：以上のほかは、デンマークについては「政府研究関係予算」のうち科学・技術・開発省所管分（[1]）、日本
については「科学技術関係経費」のうち文部科学省分[7]、又は[8]によった。 
出典[1]：Offentligt forskningsbudget 2003（デンマーク研究調査所） 
出典[2]：Uddannelsesnogletal 2002（デンマーク教育省） 
出典[3]：Årsrapport 2002 for Forskningsstyrelsen （研究機構） 
出典[4]：Beretning fra Rådet for Teknologi og Innovation for 2002 (技術・イノベーション会議) 






























































府自身の研究開発支出（2001年）は 1兆 1949億円とされている。 
注：日本の「NEDO 等現業官庁所管各助成法人」欄には、産学官の機関に対して産業技術分野の研究開発に関
する助成を行う NEDO、IPA、旧 TAO、旧生物系研究機構、旧医薬品機構の旧 5 特殊法人の科学技術関
係経費の合計値を示した[4など]。 
注：日本の「承認 TLO」欄には、TLO 法に基づく補助金額と、TLO を主たる助成対象とする大学発事業創出実
用化研究開発事業（経済産業省）の額を合計して記した[5]。 
注：デンマークの残 4635 の内訳は、食糧・農業・漁業省の研究開発制度 1140、科学・技術・開発省以外が所管
する教育機関 511 など。日本の残 7583 の内訳は、資源エネルギー庁のエネルギー分野の技術開発約
4000、厚生労働省の医薬分野の技術開発予算約 1300（※うち厚生科研費約 400）など。 
出典[1]：Offentligt forskningsbudget 2003（デンマーク研究調査所） 
出典[2]：平成 15年度予算における科学技術関係経費（速報値）（文部科学省） 
出典[3]：平成 15 年度政府予算における科学技術関係経費の構成について（平成 15 年 5 月 15 日、総合科学
技術会議事務局） 
出典[4]：平成 16 年度概算要求における科学技術関係独立行政法人等の主要業務に対する見解について（平




























































































表 41  OECD主要国の研究開発従事者、研究者の現況 
Year 1999 デンマーク 日本 米国 スウェーデン フィンランド 独 仏 EU15
研究開発従事者[千人]
   R&D personnel 36             919      - 67               51              480      314      1,716     
　－うち産業界[％] 59.9          65.8     - 66.2            55.0           63.9     54.6     54.4       
　－うち大学[％] 22.0          24.8     - 28.8            29.3           21.2     26.5     29.4       
　－うち政府[％] 18.1          9.5       - 5.0              15.7           14.9     19.0     16.1       
　－労働力当たり[人/千人] 13.2          13.8     - 16.0            22.5           12.6     13.3     10.4       
　－人口当たり[人/千人] 6.9            7.3       - 7.5              9.8             5.8       5.2       4.6         
うち研究者[千人] Researcher 19             659      1,261     40               33              255      160      926        
　－うち産業界[％] 47.9          65.8     80.5       57.2            53.0           59.0     47.0     50.4       
　－うち大学[％] 30.2          27.1     14.7       36.6            32.3           26.2     35.4     34.3       
　－うち政府[％] 21.9          7.1       4.7         6.2              14.7           14.9     17.7     15.3       
　－労働力当たり[人/千人] 6.8            9.9       8.6         9.6              14.5           6.7       6.8       5.6         
　－人口当たり[人/千人] 3.6            5.2       4.5         4.5              6.3             3.1       2.7       2.5         
　－対研究開発従事者比[％] 52.0          71.7     - 59.9            64.6           53.1     51.0     53.9        


























より比較的安定しているといえ、結果として PhD課程への進学率は高く（次表）、また PhD 課程履修者数も
 70 
近年増加中である。 
1988 年に新設された PhD 学位の保持者全体のうち 37％（技術分野の場合に限れば 60％）は 2001 年
時点で民間企業に従事している。また、1993 年に PhD 学位を取得した学生を対象とした調査によれば、
1994 年時点において、80％が研究職に就いており、その多くは公的セクターに雇用されているが、技術分





本節の出典：Kyvik & Tvede (1998)， “Fra Forskerakademiet til FUR 1986-2003” (Forskningsstyrelsen, 2003
年 11月) 
 

























出典（左表）： Danish Research Training in Facts and Figures 2000 (Forskningsstyrelsen) 



















コペンハーゲン大学ナノ科学・ナノテク大学院（Copenhagen Graduate School for Nanoscience and 
Nanotechnology） 
オルボー大学産業研究者国際大学院（The International Doctoral School for Industrial Researchers） 
コペンハーゲン商科大学金融研究大学院（Dansk Forskerskole i Finansiering） 
 
◆国際化プログラム 
学生の外国の教育機関における PhD取得支援制度。予算約 7億円、対象者 144名（2003年度）[日本







◆「イノベーション・ポスドク」プログラム（Innovations post doc programmet） 
このプログラムの目的は、企業と研究機関との新たな協力関係の構築を支援することであり、特に中小企
業に対して研究活動へのアクセスを提供することを意図している。 
















◆産業 PhD制度（ErhvervsPhD: Industrial PhD） 
















臣がホスト企業に補助する。この他、産業 PhD フェローの研究活動に必要な経費として、3年間で約 100
万円がホスト企業に助成される。なお、ホスト企業として中小企業を優先的に採択する方針であり、約 40％
の産業 PhD フェローを中小企業に雇用することを目標としている。 
年間予算約5.7億円 [日本との人口比24倍で換算すると、約137億円] （※2002年度） 
出典：“Beretning fra Rådet for Teknologi og Innovation for 2002” (Rådet for Teknologi og Innovation) 
 







年間予算約0.5億円 [日本との人口比24倍で換算すると、約13億円] （※2002年度） 
出典：“Beretning fra Rådet for Teknologi og Innovation for 2002” (Rådet for Teknologi og Innovation) 

















教員一人当たりの児童・生徒数が OECD 諸国中で最も少ないことを挙げられる（小学校段階で 10.8 人: 








表 43  義務教育における科学技術教育 
2000年
数学 理科 年間授業時間 数学 理科 年間授業時間 数学 理科
デンマーク 15 8 790 15 14 890 514 481
フィンランド 16 11 694 12 13 808 536 538
ノルウェー 14 8 770 13 9 827 499 500
スウェーデン 14 12 741 14 12 741 510 512
日本 17 10 761 12 11 875 557 550
米国 n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. 493 499
英国 22 11 890 14 13 940 529 532
フランス 21 5 814 15 12 1042 517 500





注１： 数学は math、理科は science のカリキュラム上の授業時間数に基づく。なお、OECD 統計には、米国の
授業時間データは無い。 
注２： PISA テスト平均点は、15 歳の生徒を対象に実施した数学及び科学リテラシーに関する世界共通のテス
トの国別平均点。 
























表 44  中等教育レベルにおける各教育機関履修者数比率 
中等教育履修者比率[％] 1992 1995 1998
一般教育 49.8 50.1 44.8
ギムナジウム(文系) 11.3 11.9 10.8
ギムナジウム(理系) 18.5 16.6 14.6
HF課程 7.2 6.5 4.8
HHX課程（ビジネス） 11.3 12.4 11.6
HTX課程（技術） 1.6 2.6 2.9
職業教育 50.2 49.9 55.2
基礎課程（ビジネス） 4.3 3.5 5.6
基礎課程（技術） 7.2 7.0 11.6
本課程 38.7 39.5 38.0  
注１： 表中の数値は、各中等教育機関に履修している者が中等教育教育機関の学生数全体に占める割合で
ある。各教育機関により履修期間が異なる（例：ギムナジウム 3 年、HF 課程 2 年、職業教育の場合は
様々）ので、単年度ベースの進学者数で計算するいわゆる進学率とは異なる。 
注２： 一般教育機関は、卒業により大学入学資格を得ることができる（※加えて、ギムナジウム卒業試験、HF
試験等の成績に基づき、大学入学者の選抜が行われる）。ギムナジウムでは、1 年生から 3 年生までの
全期間、全生徒が理系（metematisk linie）と文系（sproglig linie）に分かれる。HF課程は、ギムナジウム
卒業試験に代わる大学入学資格の一つである高等予備試験（HF, Højere forberedelseseksamen）の受
験資格を得るための 2 年間の教育コース（※HF は日本の大検のような制度で、元来は、ギムナジウム
を卒業していない成人向けに大学入学資格を与えるために創設された制度）。HHX、HTX も HF と同
様に、大学入学資格の一つである高等ビジネス試験(HHX, Højere handelseksamen)、高等技術試験
(HTX, Højere teknisk eksamen)の受験資格を得るための教育コースであるが、教育内容は一般教育と
職業教育の中間的な性格を有する。 
注３： 職業教育は、ゲルマン文化圏特有の徒弟制度に由来の教育訓練システムであり、全国に約 50 のビジ





出典： 一般教育については Gymnasieskolen i tal 1999/2000 (教育省, 2001年 1月)、職業教育については 
Facts and Figures, Education Indicators Denmark (教育省, 2002年 6月) 
 
5.3.1.3 高等教育段階 
デンマークの高等教育機関は、主として 2 年制の短期高等教育機関（KVU）、3～4 年制の中期高等教
育機関（MVU）、5 年制（Bachelor 3 年+Master 2 年）の長期高等教育機関（LVU）からなる。LVU は総合









表 45  高等教育機関の学生の専攻分野 
在籍学生数
専攻分野別[％] 1994 1998 1994 1998 1994 1998 1994 1998
自然科学･工学 22.4 20.2 14.2 8.3 41.4 42.8 21.4 17.8
生命科学 7.3 7.7 14.9 13.3 13.2 12.4 10.5 10.3
社会科学 31.1 27.2 16.2 12.3 20.8 29.5 24.8 21.7
人文科学・教育学 31.9 37.1 36.4 48.0 0 0 30.4 37.7
その他 7.3 7.7 18.3 18.1 24.6 15.3 12.9 12.4
合計 100 100 100 100 100 100 100 100










デンマーク人詩人 N.F.S. Grundtvigの名前と、Grundtvigの掲げたコンセプト “folkeoplysning” (※直訳す
ると「国民の啓蒙」)とともに、我が国を含め対外的によく知られている。しかし、現代デンマークの生涯教育
は、国民高等学校にとどまらず極めて多様な取り組みから構成されている。国民高等学校以外の生涯教育





AMU は 1960 年代に雇用省により発足された職業訓練機関であったが、2001 年以降は、職業教育法
（Lov om arbejdsmarkedsuddannelser）に基づき教育省が監督する生涯教育機関として位置づけられている。





















生涯教育合計 87,772 94,773  
注１： 各生涯教育プログラムは履修期間が一様でないため、履修者数は年換算(年×人)で表示。 
注２： 国民高等学校は Folkehøjskole と Daghøjskoleの合計。 









表 47  デンマークと日本の大学における PhD課程学生の量的比較 
Year 2000 デンマーク 左列×24 日本
高等教育学生数[千人] 203 4,868 3,541
大学生数[千人] 104 2,494 2,472





















以上の 6分野に分類されないものが 8％存在する。 
注 3：日本の「Ph.D（博士）取得数」は学位取得者数ではなく、卒業者数。 
出典１：高等教育データ集 (De videregående uddannelser i tal) (2000年、デンマーク教育省) 
出典２：Education Indicators Denmark （2002年 6月、デンマーク教育省） 
出典３：主要データ集 （文部科学省HP） 
 
デンマークの大学の最大の特徴は、PhD 課程学生36数が日本の 2 倍程度（※人口比 24 倍で換算後）
                                                          



















表 48  デンマークと日本の大学における学部・修士課程学生の量的比較 
デンマーク1998年
日本2000年 LVU 左列×24 学部 修士 合計
学生数[千人] 98 2,364 2,472 143 2,615
　うち自然科学・工学 20 479 555 72 627
　うち農学 70 8 78
　うち生命科学 7 178 144 6 150
　うち社会科学 27 644 986 21 1,007
















公立病院）が支給する給与が全体の約 60％を占めている［大学 48％、国研・公立病院 12％］。但し、研究
会議や各種公的研究助成機関（※農学アカデミー等）からの助成金を給与に充てる場合も多い［研究会議
14％、その他公的助成機関 5％］。また、産業 PhD 制度のように派遣元企業と科学・技術・開発省とが給与




















自然科学 53 8 14 5 4 1 15 100
工学 45 4 18 4 14 1 13 100
生命科学 34 22 13 5 3 17 6 100
農学･獣医学 31 21 19 15 2 2 10 100
社会科学 61 8 15 1 3 1 11 100
人文科学 62 11 11 4 0 0 12 100
合  計 48 12 14 5 5 5 11 100  














表 50  日本の博士課程学生の給与支給元（※貸与含む） 
Year 2000 RA/TA JSPS 育英会※貸与 合計
自然科学 - 2,010 - 48,715
人文・社会科学 - 487 - 13,766
合計 12,450 2,497 20,943 62,481
　－受給者/学生数[％] 19.9 4.0 33.5 100
支給額/標準生活費[％] 32 109 62  
注１：RA/TA欄は Research Assistant及び Teaching Assistant として採用されている学生の数（平成

























表 51  デンマークと日本の中等教育における履修分野の比較 
1998 2000






職業教育 55.2 25.0 職業科
基礎課程（ビジネス） 5.6 8.5 商業科
基礎課程（技術） 11.6 8.8 工業科






出典： 主要データ集 （文部科学省HP） なお、デンマークのデータは既出 
 
5.4.4 生涯教育における科学技術教育の状況 









































































































































































































































































を大学運営の最高機関とし、代表者会議を会議に対する助言機関とする 2003 年の大学法改正。 































図 53  本稿のまとめ 
 
1990年代半ば以降の北欧： 経済的成功、高い国際競争力  
 


















































































参考 1  科学技術政策の考え方 
 
 




































































おいては、「技術の創出」「イノベーションの拡散」「人的資本」の 3 つに大別されていた。同様に、EU の欧
州イノベーション指標（SSI-1）ランキングにおいては、「人的資源」「知識生成」「知識応用･拡散」「市場化」
















































































































































領域 (技術的)不確実性 大 
?????
 
















































参考 2  デンマーク科学技術政策関係資料 
 
 
参考 2-1  デンマークの科学技術関係機関 
 
参考 2-1-1  デンマーク中央政府の構成 
 
デンマーク中央政府 18省 
雇用省 Beskæftigelsesministeriet; Ministry of Employment 
財務省 Finansministeriet; Ministry of Finance 
国防省 Forsvarsministeriet; Ministry of Defence 
内務・保健省 Indenrigs- og sundhedsministeriet; Ministry of the Interior and Health 
法務省 Justitsministeriet; Ministry of Justice 
教会省 Kirkeministeriet; Ministry of Ecclesiastical Affairs 
文化省 Kulturministeriet; Ministry of Culture 
環境省Miljøministeriet; Ministry of Environment 
難民･移民･統合省Ministeriet for flygtninge, indvandrere og integration; Ministry of Refugees, Immigration and 
Integration Affairs 
食糧･農業・漁業省Ministeriet for Fødevarer, Landbrug og Fiskeri; Ministry of Food, Agriculture and Fisheries 
科学･技術・開発省 Ministeriet for Videnskab, Teknologi og Udvikling; Ministry of Science, Technology and 
Innovation 
税務省 Skatteministeriet; Ministry of Taxation 
社会省 Socialministeriet; Ministry of Social Affairs and Ministry of Gender equality 
交通省 Trafikministeriet; Ministry of Transport 
外務省 Udenrigsministeriet; Ministry of Foreign Affairs 
教育省 Undervisningsministeriet; Ministry of Education 
経済・産業省 Økonomi- og erhvervsministeriet; Ministry of Economic and Business Affairs 
参照ウェブサイト：www.stm.dk  
 
参考 2-1-2  デンマーク科学・技術・開発省の組織 
 
科学・技術・開発省本省の組織構成 
大臣Ministeren; The Minister 
事務次官 Departementschefen; The Permanent Secretary  
研究・イノベーション・教育局 Forskning, Innovation og Uddannelse; Research, Innovation and Education 
Department 
- 教育・研究機関部 Center for uddannelse og forskningsinstitutioner; Division of Education and Science 
Institution 
- 研究・イノベーション部 Center for forskning og innovation; Division of Research and Innovation 
- 分析･政策部 Center for analyse og politik; Division of Analysis and Research Policy 
情報・通信技術局 Informations- og Kommunikationsteknologi; IKT Department  
- IT政策部 It-politisk center; Division of IT-policy 
- 国際･通信部 Internationalt og Telepolitisk Center; Diviison of International and Telecommunication 
Policy 
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総務部 Administrationssøjlen; Administrations Department  
研究政策会議事務局 Sekretariatet for Danmarks Forskningsråd; The Secretariat for the Danish Council for 
Research Policy  
通信利用者会議及び通信紛争処理会議事務局 Sekretariatet for Telebrugernævnet og Teleklagenævnet; The 





大学; Universiteter; Universities 
オルボー大学; Aalborg Universitet; Aalborg University 
オーフス大学; Aarhus Universitet; University of Aarhus 
デンマーク薬科大学; Danmarks Farmaceutiske Universitet, The Danish university of Pharmaceutical Sciences 
デンマーク教育大学; Danmarks Pædagogiske Universitet; The Danish University of Education 
デンマーク工科大学; Danmarks Tekniske Universitet; Technical University of Denmark 
王立獣医・農業大学; Den Kgl. Veterinær- og Landbohøjskole; The Royal Veterinary and Agricultural University 
コペンハーゲン商科大学; Handelshøjskolen i København; Copenhagen Business School 
オーフス商科大学; Handelshøjskolen i Århus; Aarhus School of Business 
コペンハーゲン IT大学; IT-Universitetet i København; IT University of Copenhagen 
コペンハーゲン大学; Københavns Universitet; University of Copenhagen 
ロスキレ大学; Roskilde Universitetscenter; Roskilde University 
南デンマーク大学; Syddansk Universitet; University of Southern Denmark 
研究機関、研究開発助成機関等; Styrelser, institutioner, fonde m.v.; Agencies etc. 
デンマーク・エレクトロニクス研究図書館; Danmarks Elektroniske Forskningsbibliotek; Denmark's Electronic 
Research Library 
デンマーク基盤研究基金; Danmarks Grundforskningsfond; The National Research Foundation 
デンマーク人文科学研究センター; Danmarks Humanistiske Forskningscenter; Danish Institute for Advanced 
Studies in the Humanities 
デンマーク解体機構（※注：（リソ国立研保有の）実験用原子炉の解体のために設立された組織）; Dansk 
Dekommissionering 
デンマーク極地センター; Dansk Polarcenter; Danish Polar Centre 
デンマーク学生連合会議; Danske Studerendes Fællesråd; The National Union of Danish Students  
行政図書館; Det Administrative Bibliotek (DAB); Administrative Library 
ユーロセンター（※EU情報センター）; EuroCenter; EuroCenter 
欧州マイノリティセンター; Europæisk Center for Mindretalsspørgsmål (ECMI); The European Centre for Minority 
Issues 
大学学生連合; Foreningen af Universitets- og Handelshøjskolestuderende (FHS); The National Union of Danish 
University and Business School Students 
研究機構; Forskningsstyrelsen; The Danish Research Agency 
IT・テレコム庁（※注：傘下機関として掲げられているが、実際は本省の内部に設置された機関である。日本の行
政機構にいう「庁」組織に近いか。）; IT- og Telestyrelsen; National IT and Telecom Agency 
西部 IT 大学機構（※デンマーク西部 4 大学で運営する IT 分野のバーチャル大学）; IT-Vest; IT University 
West 
グリーンランド科学研究委員会; Kommissionen for Videnskabelige Undersøgelser i Grønland (KVUG); The 
Commission for Scientific Research in Greenland 
学長会議; Rektorkollegiet; The Danish Rector's Conference 
国立研究・教育施設建設（※国営建設会社）; Statens Forsknings- og Uddannelsesbygninger; Danish National 
Research and Education Buildings 
学生相談所; Studenterrådgivningen  
 
国立研究所; Sektorforskningsinstitutioner, særlige centre mv.; Government Research Institutions 
研究調査所（※研究政策を調査研究する機関。日本の科学技術政策研究所に相当。）; Analyseinstitut for 
Forskning; The Danish Institute for Studies in Research and Research Policy 
言語技術センター; Center for Sprogteknologi; Centre for Language Technology 
デンマーク宇宙研究所; Dansk Rumforskningsinstitut; Danish Space Research Institute 
リソ研究センター; Forskningscenter Risø; Risø National Laboratory 
国境地域研究所; Institut for grænseregionsforskning; Institute of Regional Studies 
ラーニング・ラボ・デンマーク（※注：バーチャル研究所）; Learning Lab Denmark; Learning Lab Denmark 
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ニールス･ボーア・アーカイブ（※注：資料館）; Niels Bohr Arkivet; Niels Bohr Archive 
在外機関; Institutioner i udlandet; Institutions abroad 
デンマーク研究所･アテネ（※注：ギリシャ考古学、歴史学）; Det Danske Institut i Athen; The Danish Institute of 
Athens 
デンマーク研究所・ダマスカス（※注：オリエント研究）; Det Danske Institut i Damaskus; The Danish Institute of 
Damaskus 
デンマーク学生会館（パリ）; "Det danske Studenterhus" i Paris  
リサーチパーク; Forskerparker; Science Parks 
アグロ・ビジネス・パーク; Agro Business Park; Agro Business Park 
リサーチパーク CAT; Forskerparken CAT; CAT Science 
リサーチパーク・フュン; Forskerparken Fyn; International Science Park Odense 
ヘアホルム・リサーチセンター; Forskningscentret ved Hørsholm; The Danish Science Park at Hørsholm 
北ユラン・サイエンスパーク株式会社; Nordjyllands Videnpark A/S NOVI; NOVI A/S 





デンマーク研究会議; Danmarks Forskningsråd; The Danish Council for Research Policy 
中央科学倫理委員会; Den Centrale Videnskabsetiske Komité; The Central Scientific Ethical Committee 
公的宇宙研究委員会; Det Offentlige Forskningsudvalg for Rummet 
研究者養成会議; Forskeruddannelsesrådet; The Danish Research Training Council 
研究フォーラム; Forskningsforum; Board of the Danish Research Councils 
障害者の IT利用に関する行動計画フォローアップ委員会; Følgegruppen for handlingsplan for handicappedes IT-
brug 
教授選考委員会; Lektoratsudvalget 
ITセキュリティ会議; Rådet for it-sikkerhed; Council for IT Security 
技術・イノベーション会議; Rådet for Teknologi og Innovation 
国家人文科学研究会議; Statens Humanistiske Forskningsråd; The Danish Research Council for the Humanities 
国家 ITフォーラム; Statens it-forum 
国家 IT会議; Statens it-råd 
国家農学・獣医学研究会議 ; Statens Jordbrugs- og Veterinærvidenskabelige Forskningsråd; The Danish 
Agricultural and Veterinary Research Council 
国家自然科学研究会議; Statens Naturvidenskabelige Forskningsråd; The Danish Natural Science Research 
Council 
国家社会科学研究会議; Statens Samfundsvidenkabelige Forskningsråd; The Danish Social Research Council 
国家生命科学研究会議; Statens Sundhedsvidenskabelige Forskningsråd; The Danish Medical Research Council 
国家技術研究会議; Statens Teknisk-Videnskabelige Forskningsråd; The Danish Technical Research Council 
技術会議; Teknologirådet; The Danish Board of Technology 
通信会議; Telerådet 
科学的不誠実行為に関する委員会; Udvalgene Vedrørende Videnskabelig Uredelighed、The Danish Committees 
on Scientific Dishonesty 
ITに関する国民の権利に関する委員会; Udvalget for Borgernes IT-rettigheder 
参照ウェブサイト：www.videnskabsministeriet.dk 
 
参考 2-1-3  その他の組織 
 
経済･産業省（Økonomi- og Erhvervsministeriet）の組織 
内局 3局、外局 9庁からなる。 
第 1 局（産業構造、経済、金融担当）、第 2 局（都市計画･住宅政策担当）、第 3 局（エネルギー、観
光、地域開発、イノベーション、産学連携担当）、都市計画･住宅庁、デンマーク統計庁、エネルギー庁、
商業・企業庁、金融庁、消費者庁、産業競争庁（公正取引委員会）、特許庁、海運事業庁。 








参考 2-2  デンマークの科学技術関係法令 
 
参考 2-2-1  研究助言等に関する法律関係 
 
「研究助言等に関する法律」（Lov om forskningsrådgivning m.v.）（2003年 5月 28日全面改正） 





















・ デンマーク研究政策会議は、議長及び 8 名の議員から構成される。構成員は、研究者、又は、大学、
国立研究所、文化大臣傘下の研究機関、産業界の研究機関を代表する研究に関する専門家でな
ければならない。少なくとも半数は研究者でなければならない。議長及び議員は科学・技術・開発大
臣が任命する。任期は 3年。[第 4条] 
・ 科学・技術・開発大臣は、デンマーク研究政策会議に関する規則を定めることができる。[第 5条] 










命する。構成員の資格に特に制限はない。任期は 4年。[第 10条] 
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・ 運営委員会は、分野毎の研究会議間の調整等を行う。[第 11条] 
・ 分野毎の研究会議は、当該分野の研究について助成を行う。[第 13条] 
・ 分野毎の研究会議は、議長及び議長及び 8名の議員から構成される。議長及び議員は、個人の能

































1名から構成される。全ての構成員は科学・技術・開発大臣が任命する。任期は 4年。[第 28条] 
・ 科学・技術・開発大臣は、調整委員会に関する規則のうち、調整の一般的な手続きを定めることがで
きる。[第 29条] 








により個人の資質を確認した上で、科学・技術・開発大臣が任命する。任期は 4年。[第 32条] 

























・ 会議は本法の目的を達成する観点から大臣に助言する。[第 4条] 





・ 大臣の許可なくして、“teknologisk institut”、“teknologisk serviceinstitut” 又はこれに類似した商号を
用いることはできない。［第 6条］ 








・ （財政支援に関する諸規定）（略）[第 8～9条] 
◆ 行政・監督（第 5章） 













（研究助言等に関する法律 lov om forskningsrådgivning m.v.に基づく政令。） 
・ 研究フォーラム（The Board of the Danish Research Councils）は、デンマークにおける研究に関する
科学的な不誠実行為の処理のため、3つの委員会（自然科学、農学･獣医学及び技術研究委員会、
生命科学委員会、社会科学及び人文科学委員会.）を設置する。3 委員会に共同の委員長を置き、























所裁判官でなければならない。任期は 4年。[第 9条] 
・ 研究機構が事務局事務を担う。[第 11条] 
参考ウェブサイト：www.forsk.dk/eng/uvvu/publ/order.htm 
 
参考 2-2-2  大学法関係 
 
大学法(Act on Universities)（2003年 7月 4日全面改正）（概要） 
◆第 1章（定義・目的） 
・ 大学は行政府の下にある独立機関であり、科学・技術・開発大臣の監督を受ける。[第 1条] 













































・ 大臣は、設備整備等の目的のため、大学に融資することができる。[第 25条] 
・ （授業料、会計、監査）（略）[第 26～28条] 
・ 大学職員の賃金（年金含む）については、財務大臣との合意に基づく規則に従う。[第 29条] 





・ 会議が大学を廃止した場合、その資産は国の財産となる。[第 32条] 
・ （例外規定）（略）[第 33条] 
◆第 6章（各種手続規定） 
・ （略）[第 33～36条] 
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◆第 7章（施行関係規定） 















・ 2000 年に法案のための検討委員会を設置し、2001 年に答申を受けた。また、2000 年及び 2001 年
において、外部人材が多数を占める理事会を、デンマーク教育大学及びデンマーク工科大学に試
験的に設置した。 
・ 2001年 11月政府は法案の骨子を作成した。 































参考 2-2-3  分野別研究所群に関する法律関係 
 














































参考 2-2-4  その他の法規 
 
バイオメディカル研究プロジェクトにおける科学委員会システム及び運営に関する法律（概要）(Lov om et 








・ 地方政府（県政府）は、地域科学委員会を設置する。[第 2条] 
・ 科学・技術・開発大臣は、中央科学委員会を設置する。科学・技術・開発大臣は委員長及び委員 1

























・ 理事会は、研究大臣（※注：当時。現、科学・技術・開発大臣）が任命する、理事長及び 10 名の理













・ 研究大臣は、最大 50 名からなる代表者会議の会員を任命する。代表者会議会員は次のように構成
される。各研究協議会から 1 名ずつ指名される。商工業推進協議会から 1 名指名される。デンマー
ク生涯教育協議会から 2 名指名される。消費者協議会から 1 名指名される。（以下 50 名の内訳が
規定される。略）[第 5条] 







・技術会議議長は事務局を統括する事務局長を指名する。 [第 7条] 




















参考 3-1  分析例の概要 
 




会議その他の提言にも関わらず、2004 年政府予算審議過程においては、今後 3～4 年間の研究関連予
算の据置きが宣言されている。さらに、2003 年には、デンマーク基盤研究基金法改正により財団の将来の
財政的枠組みについても変更が加えられた。また、2003 年 9 月には、産学官の研究交流強化のための政









































参考 3-1-2  「デンマークの技術政策」（1989年） 



















億円（※1kr=18 円換算、以下同様。）、うち国費予算 50 億円である。技術サービス機関全体の監督機関











ラムとして、総予算 90億円（研究期間 4年）のバイオ技術研究開発プログラム等が実施された。 
(d)開発政策についても同様の強化がなされた。産業研究開発財団に続き、1982 年には電子技術開発





表 59  デンマークの「技術政策」関係予算の推移 
年度 1970 1979 1989 (2003) 


























出典： Peter Munk-Christiansen (1989), “Danish Technology Policy: From market direction to structural change”, 
cited in Jørgen Lindgaar Pedersen (ed.) “Technology Policy in Denmark”, The Committee on Technology and 
Society, The Danish Social Science Research Council, Copenhagen, 1989 
 
参考 3-1-3  「デンマークの研究政策」（2000年） 












































な研究戦略の策定を開始した（第 1期は 1988-92年の 5 ヵ年戦略）。 
















































Forskning (2000), “Dansk forskningspolitik: Organisation, virkemidler og indsatsområder”） 
 


























































Forskning (2003), “Changes in Research Management at Danish Universities and Government Research 
Institutes”） 
 
参考 3-1-5  「産学官連携強化政府行動計画」（2003年） 
産学官連携・技術移転の政策分野において、2003 年 9 月デンマーク政府名で行動計画がとりまとめら
れているので、参考までにここに概要を示す。 
 
◆産学官連携による研究活動強化のための政府行動計画（New ways of interaction between research and 




































































































































参考 4  北欧諸国の科学技術活動について 
 
 









































ところで、Hofstede の国民文化研究におけるこうした北欧諸国民の国民性は 1970 年代の調査に基づい
て導かれたものであるが、比較的近年の分析例でも同様の結論が導かれている。例えば、前述の Florida 
and Tinagli (2004)では、Euro-Tolerance Indexのランキングにおいて北欧の 3 ヶ国が極めて高い順位（スウ
ェーデン 1 位、デンマーク 2 位、フィンランド 4 位）を占めており、未知の事柄を寛容に受け入れることがで
きる国民性を示している。マーケティングの国際比較研究である Tellis et.al (2003)においても、新製品導入
までの  “Time-To-Takeoff” が北欧諸国において極めて短いことが明らかにされており（※“Time-To-
Takeoff” の短さのランキングで、調査対象の欧州 16 ヶ国中、北欧 4 ヶ国が 1～4 位を独占している）、上
述のような国民文化が近年においても保持されていることを裏付けるものといえる。 
 






対象となっている。近年の分析例（Gustafsson et.al, 1999）によると、SAS におけるサービス・イノベーション
は「サービス・プロセス全体を見通した上で、乗客のニーズと関心を深く理解することができる能力」により推
進されているとし、こうした顧客との間の緊密ん関係が SAS の積極的なイノベーション、情報通信投資と関





Madsen (1999)は、デンマークのエレクトロニクス企業（Bang & Olufsen, Danfoss 等）において “usability 
group” を通じたユーザ関与の下での新製品開発が行われていることに注目している。 
 















ップ的特色は、“Theory Z” (Ouchi, 1981)に取り上げられたような（いわゆる）日本型経営に近いものと言え
る。 
同様に、公的セクターにおける科学技術活動に対しても、こうしたボトムアップ的特色を見出す研究が存




参考 4-1-4  水平的ネットワークに着目した分析例 
企業間技術協力や、産学官連携研究開発、官民セクター間の円滑な技術移転など、水平的ネットワーク
の充実を北欧の科学技術活動の一つの特徴として捉える一群の研究がある。 








た、Asheim & Isaksen (2002)は、ノルウェーの三地域におけるクラスター構造を分析し、公的セクターと民
間セクター（特に中小企業）との明示的レベル及び暗黙的レベルにおける連携・協力が、イノベーション能
















推進したことが例示され、“Finnish miracle”の要因として高く評価している。また、Heydebreck et.al (2000)は、
スウェーデン政府の Teknopol スキームに着目し、NTBFs（新技術ベースの企業）に対する公的支援サービ
スがイノベーションの成功に有効に寄与してきたと分析している。また、Isaksen and Remøe (2000)は、ノルウ
ェー政府が 1990 年代以降実施した 3 つのイノベーション政策に関するケーススタディを行い、“regional 
focus”、“focus on innovation system” 等の要素が共通した成功要因として抽出できる、としている。 
 








これに関して、TIMSS 調査及び PISA 調査に基づき、北欧 4 ヶ国の義務教育段階における生徒の科学技
術学習到達度を分析する。 
 
参考 4-2-1  UNDP技術到達度指標 
国連開発計画（UNDP）は、2001年版人的資本開発レポート（UNDP Human Development Report 2001）
において、各国の技術到達度指標（Technological Achievement Index: TAI）を公表している。TAIは、国が
技術的イノベーション活動に参加する能力を示す指標であり、イノベーションを生み出し、拡散する能力、
国民のスキルを育てる能力を反映して算出される。 
北欧 4 ヶ国のうちデンマークについてはデータの不備のため TAI が算出されていない。他の北欧 3 ヶ







表 60  UNDP技術到達度指標（TAI）ランキング 
UNDP2001 year DEN FIN NOR SWE JPN USA GER KOR CHN
技術到達度指標（TAI）ランキング - 1 12 3 4 2 11 5 45
技術到達度指標（TAI） - 744 579 703 698 733 583 666 299
(TAIの算出に利用された各指標)
技術の創出
特許取得数[1/Mcapita] 98 52 187 103 271 994 289 235 779 1
特許料収入[USD/Kcapita] 99 - 126 20 157 65 130 37 10 0.1
イノベーションの拡散（新）
internetホスト[1/Kcapita] 00 114 200 194 126 49 179 41 5 0.1
技術集約産業輸出比率[％] 99 41.0 50.7 19.0 59.7 80.8 66.2 64.2 66.7 39.0
イノベーションの拡散（旧）
電話回線[1/100capita] 99 118 120 133 125 101 99 87 94 12
電力消費[MWh/10capita] 98 60 141 246 140 73 118 57 45 7.4
人的資本
平均教育年数[年] 00 9.7 10.0 11.9 11.4 9.5 12.0 10.2 10.8 6.4
大学生科学専攻比率[％] 95-97 10.1 27.4 11.2 15.3 10.0 13.9 14.4 23.2 3.2  
注： 技術到達度指標（TAI）ランキングは、TAIが算出された 72 ヶ国中の順位。 
注： 技術集約産業輸出比率は、高レベル、中レベルの技術水準と分類される産業における輸出が総輸出に
占める割合[％] 
出典： UNDP Human Development Report 2001 (United Nations Development Programme) 
 
 
参考 4-2-2  WEF国際競争力ランキングにおける科学技術指標 
ダボス会議の開催者として知られるスイスの NGO「世界経済フォーラム」（WEF, World Economic 
Forum）は、毎年、各種国際競争力ランキングを発表している。このランキングは、科学技術以外の指標も
含めた多数の指標から算出されているが、科学技術に比較的関連の深い指標としては、Global 
Competitiveness Reportで発表される Growth Competitiveness Rank（※その中の一項目である Technology 




北欧 4 ヶ国の経済成長競争力は全て日本よりも高く評価されている。 
技術指標についてのみ見ると、日本は高く評価されているものの、北欧諸国も（ノルウェーを除き）日本同
様の水準として高く評価されている。 




なお、WEF の科学技術分野における指標に関する理論的背景については、“National innovative 
capacity” に関する一連の研究（Porter and Stern, 2001; Furman, Porter and Stern, 2002 等）が詳しい。 
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表 61  WEF国際競争力ランキング（2003年） 
WEF国際競争力ランキング DEN FIN NOR SWE JPN USA GER KOR CHN
Global Competitive Report 2003-04
経済成長競争力ランク 4 1 9 3 11 2 13 18 44
技術指標ランク 8 2 13 4 5 1 14 6 65
技術革新指標ランク 11 3 12 4 5 1 10 7 70
情報通信技術指標ランク 4 2 9 3 18 5 17 11 62
Global IT Report 2003-04
5 3 8 4 12 1 11 20 51情報通信技術活用可能度ランク  
注： 表中の数字は、WEF の調査対象の 102 ヶ国・地域中の順位を示す。ランキングは、統計データとアンケ
ート調査データに基づき作成される。統計データがより重視される。アンケートデータは、WEF による企業
経営者を対象とした調査による。 
注： 「経済成長競争力ランク」（Growth Competitiveness Rank）は、「技術指標」（Technology Index）、「政府指
標」（Public Institutions Index）、「マクロ経済環境指標」（Macroeconomic Environment Index）の 3つの指
標から算出される。 
注： 「技術指標」（Technology Index）は、「イノベーション指標」（Innovation Sub-index）、「情報通信技術指標」
（ICT Sub-index）の 2つの指標から算出される。 
注： 「イノベーション指標」（Innovation Sub-index）は、特許件数、大学生数、企業のイノベーション意欲（※
WEF の企業経営者アンケート調査による）等から算出される。「情報通信技術指標」（ICT Sub-index）は、
インターネットホスト数、携帯電話普及率、学校･企業等への ICT 浸透度（※WEF アンケート）等から算出
される。 
注： 「情報通信技術活用可能度ランク」（Networked Readiness Rank）は、「情報通信技術の発展に寄与し、受
益する準備がなされている程度」を示す指標とされ、情報通信技術のインフラ、ユーザ水準、活用の現況
から算出される。 
出典： Global Competitiveness Report 2003-2004 (World Economic Forum) 
出典： Global Information Technology Report 2003-2004 (World Economic Forum) 
 
 
参考 4-2-3  IMD科学技術競争力ランキング 
北欧諸国の科学技術の国際競争力について、スイスの教育研究機関である国際経営開発研究所
（IMD）がとりまとめている世界 47 ヶ国の国際競争力ランキングに基づき分析する（※本稿は、資料の入手




科学技術の国際競争力ランキングは 28 の指標（17 の統計指標、11 の調査指標）を合計して算出される。
調査指標は 1/2 に重み付けして加算される。調査指標は、各国の企業経営者へのアンケート調査（回答人
数：47 ヶ国合計で 4160人）の結果をまとめたものである。 
 
◆デンマーク （科学技術競争力：47 ヶ国･地域中第 9位） 
資金：産業界における技術開発に対する資金調達システムは比較的機能していると（産業界におい
て：以下略）認識されている（第 4位）。 
ネットワーク：研究開発に関する企業間協力（第 5 位）、産学協力（第 10 位）は比較的機能していると
認識されている。 


















◆ノルウェー （科学技術競争力：47 ヶ国･地域中第 17位） 
資金：産業界における技術開発資金調達システムは比較的機能していると認識されている（第 10 位）。 


















表 62  北欧諸国等の科学技術競争力（IMD ランキング） 
Year 1999 DEN FIN NOR SWE JPN USA GER KOR CHN
国際競争力総合ランキング 8 3 13 14 16 1 9 38 29
科学技術競争力ランキング 9 6 17 5 2 1 4 28 25
(主な科学技術指標)
研究開発費：対人口比 統 11 5 17 1 2 6 7 3 33
研究開発人材：対人口比 統 7 5 10 2 3 18 8 22 33
技術者の水準 調 40 18 26 44 7 15 23 43 47
IT技術者の数 調 41 15 40 39 24 10 26 43 46
企業間技術協力 調 5 1 15 7 3 13 4 44 25
産学協力 調 10 1 14 6 26 7 13 37 23
技術開発資金の調達可能性 調 4 1 10 3 15 8 5 31 33
基礎研究の経済的有益性 調 19 2 22 13 15 1 9 8 12
義務教育における科学教育 調 25 12 34 29 11 28 22 39 30
若者の科学技術への関心 調 32 7 37 35 30 22 25 24 12
有効特許件数：対人口比 統 10 16 18 3 7 11 15 21 38
知的所有権保護制度 調 5 4 13 7 19 10 2 41 17  
注： 数字は調査対象の 47 ヶ国・地域中の順位を表す。指標中、「統」は統計指標、「調」は IMD のアンケート
調査に基づく指標。GERはドイツ、KORは韓国、他国については既出のとおり。 





出典： The World Competitiveness Yearbook 1999, International Institute for Management Development (IMD) 
 
参考 4-2-4  EU イノベーションスコアボード 




グを見ると、フィンランド、スウェーデン、デンマークの北欧 3 ヶ国が EU 加盟 15 ヵ国中上位 3 位を占めて
いる（※デンマークは英国と同点、ノルウェーは EU非加盟）。 
 
表 63  北欧諸国等のイノベーション能力（総合指標） 
Year 2003 DEN FIN SWE GER UK FRA
総合イノベーション指標(SII-1) 0.52 0.72 0.70 0.50 0.52 0.46
順位：EU加盟15ヶ国中 3 1 2 5 3 7  




分野向け VC 投資比率、萌芽的段階向け VC 投資比率、新製品売上、インターネット普及率、情報通信
投資、製造業ハイテク比率、中小企業開業率）を総合して算出された総合イノベーション指標。 
出典： European Innovation Scoreboard 2003 (European Commission, EU) 
 
次に、SII-1 を構成する各個別指標に基づき、北欧各国のイノベーション能力の長所･短所を概観する。














出典は Eurostat Community Innovation Survey）。 
 
表 64  北欧諸国等のイノベーション能力（長所・短所指標数） 
各国の長所・短所指標数
長所 短所 長所 短所 長所 短所
全19指標中 9.75 3 14 0.5 13.5 0.75
デンマーク フィンランド スウェーデン
 
注： EU の定義に従い、EU 平均値を 20％上回る（下回る）指標を長所（短所）としている。業種別等で評価が
分かれる指標については小数点以下で表現した。 
出典： European Innovation Scoreboard 2003 (European Commission, EU) 
 
 
参考 4-2-5  Florida創造力指標 
カーネギーメロン大学の Florida教授は、今日における国・都市の競争力は創造的階層（Creative Class）
の人々により生み出されると位置づけ、米国内の各都市（Florida, 2002）や欧州各国(Florida and Tinagli, 
2004)の競争力を創造力指標（Creativity-Index）として測定している。Florida の創造力指標は、Talent、
Technology、Tolerance の 3Ts を総合して定量化されている。このうち、科学技術に比較的関連の強い指
標について、北欧諸国の評価を概観する。 
まず、国の総合的な創造力を示す Euro-Creativity Index を見ると、EU 加盟 14 ヶ国の中で北欧諸国は
全て極めて高く評価されていることが分かる（スウェーデン 1 位、フィンランド 2 位、デンマーク 4 位）（※3
位はオランダ）。3T のうち技術的創造力を示す Euro-Technology Index についても同じ順位となっている
（スウェーデン 1位、フィンランド 2位、デンマーク 4位）（※3位はドイツ）。なお、未知の事柄を受け入れる
態度を示す Euro-Tolerance Indexにおいても北欧諸国は高い順位を示している。 
一方、Euro-Talent Index においては、デンマークの順位が低い（14 ヶ国中 9 位）。これは、Euro-Talent 
Indexを構成する 3要素のうち Human Capital Index（大卒者数）の順位が低いこと（14 ヶ国中 14位）ことに
由来している。デンマークでは、OECD 統計上は「大学」と分類されない高等教育機関（技術高等学校（大
学レベル）など）が多くの学生を集めているが、このことが結果としてデンマークの Talent Index を過小評価
させていると考えられる。（※この点は、Florida and Tinagli (2004）も指摘している。） 
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表 65  北欧諸国の「創造力」 
EU加盟14ヶ国中の順位 DEN FIN SWE
Euro-Creativity Index 4 2 1
Euro-Talent Index 9 1 5
Scientific Talent Index 3 1 2
Euro-Technology Index 4 2 1
Innovation Index 4 3 1
High Tech Innov. Index 4 1 2
R&D Index 5 2 1
Euro-Tolerance Index 2 4 1  
注：EU加盟国のうちルクセンブルグを除く 14カ国中の順位。 
注：Scientific Talent Indexは研究者数、Innovation Indexは特許申請数、High Tech Innov. Indexはハイテク
産業分野の特許申請数、R&D Indexは研究開発費から算出されている。 
注：Euro-Talent Indexは Scientific Talent Indexのほか、Creativity Class Index（創造的階層人口：職業別分類
による）、Human Capital Index（大卒者数）から算出される。Euro-Tolerance Index は、未知の事柄を受け
入れる態度を示す指標として、国民の価値観に関する３つの調査の結果から算出されている。 
出典： Florida and Tinagli (2004) 
 
 




な指標として、TIMSS と PISAによる指標をとりあげ、北欧諸国における科学技術教育の水準を比較する。 







表 66  北欧諸国等の義務教育における科学技術学習到達度（TIMSS ランキング） 
Year 1995 DEN FIN NOR SWE JPN USA GER KOR FRA
TIMSSテスト平均点
数学 502 - 503 519 605 500 509 607 538
科学 478 - 527 535 571 534 531 565 498  
注： 数字は TIMSSが中学 2年生段階の生徒を対象に実施した統一テストの国別平均値（1995年実施）。 
出典：Trends in International Mathematics and Science Study (TIMSS) 1995, International Association for the 
Evaluation of Educational Achievement (IEA) 








表 67  北欧諸国等の義務教育における科学技術学習到達度（PISA ランキング） 
Year 2000 DEN FIN NOR SWE JPN USA GER KOR FRA
PISAテスト平均点
数学 514 536 499 510 557 493 490 547 517
科学 481 538 500 512 550 499 487 552 500  
注： 数字は OECDが 15歳の生徒を対象に実施した統一テストの国別平均値（2000年実施）。 
出典：Programme for International Student Assessment (PISA), OECD 
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参考 5-2  参考ウェブサイト 
 
（デンマーク） 
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術・開発省サイト内] 
成長基金（Vækstfonden） www.vaekstfonden.dk 
リソ研究センター（Forskningscenter Risø） www.risoe.dk 
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CAT研究･技術パーク（CAT Forsknings- og Teknologipark） www.catscience.dk 
南デンマークリサーチパーク（Syddanske Forskerparker） www.syddanskeforskerparker.dk 
 
（フィンランド） 
国家科学技術政策会議（Valtion tiede- ja teknologianeuvosto） www.minedu.fi [※教育省サイト内] 
教育省（Opetusministeriö） www.minedu.fi 
通商・産業省（Kauppa- ja teollisuusministeriö） http://asiakas.poutapilvi.com/ktm/ 
フィンランド・アカデミー（Suomen Akatemia） www.aka.fi 
フィンランド技術庁（TEKES: National Technology Agency of Finland） www.tekes.fi 
フィンランド技術センター（VTT: Technical Research Centre of Finland） www.vtt.fi 




教育・研究省（Utdannings- og forskningsdepartementet） http://odin.dep.no/ufd/ 
産業・通商省（Nærings- og handelsdepartementet） http://odin.dep.no/nhd/ 
ノルウェー研究会議（Norges forskningsråd） www.forskningsradet.no 
イノベーション・ノルウェー（Innovasjon Norge）[※旧・国立産業･地域開発基金」（SND: Statens nærings- og 
distriktsutviklingsfond]  www.invanor.no [※旧 SNDの情報は、snd.invanor.no] 
ノルウェー産業開発公社（SIVA, Selskapet for Industrivekst SF） www.siva.no 
ノルウェー研究開発政策研究所（NIFU, Norsk Institutt for Studier av Forskning og Utdanning） 
www.nifu.no 








全国防研究所（FOI, Totalförsvarets forskningsinstitut） www.ffa.se 
イノベーションシステム庁（Vinnova: Verket för innovationssystem） http://publiceng.vinnova.se 

















































表 68  北欧諸国等の政府研究開発予算の使途内訳（その１） 
Year 1999 DEN FIN NOR SWE JPN USA EU OECD
政府R&D予算（GBOARD)：人口当たり[ドル/人] 219  248  220  178  154  278  176  162  
政府R&D予算（GBOARD)：対GDP[%] 0.79 1.06 0.73 0.73 0.62 0.84 0.76 0.72 
政府R&D予算（GBOARD)：対GERD[%] 36.3 32.9 44.6 20.0 21.0 31.8 40.7 32.6
GBOARDのうち国防予算[%](D) 0.5 1.4 5.4 7.4 4.6 53.2 14.3 29.3
GBOARDのうち民生予算（Civil GBOARD）[%] 99.5 98.6 94.6 92.6 95.4 46.8 85.7 70.7
（Civil GBOARDの内訳）
宇宙開発目的：対GBOARD[%](S) 2.4 2.6 2.5 3.3 6.3 10.6 5.7 7.5
経済成長目的：対GBOARD[%] 22.5 42.3 25.1 17.8 32.8 6.7 19.9 16.4
健康・環境目的：対GBOARD[%] 17.6 16.0 19.6 11.6 6.8 23.4 13.7 17.2
非目的指向研究目的：対GBOARD[%](N) 20.5 12.4 8.1 9.1 12.9 6.0 14.4 10.3
一般的大学支援（GUF）：対GBOARD[%](U) 35.7 25.3 39.4 50.8 36.6 - 30.5 17.6
       GUF/大学R&D支出(HERD)[%] 66.8 42.3 61.3 47.6 51.8 - 59.8 33.5
GBOARDのうち国防+宇宙[%]（D+S） 2.9 4.0 7.9 10.7 10.9 63.8 20.0 36.8
GBOARDのうち非目的指向[%](N+U) 56.3 37.8 47.5 59.9 49.5 6.0 44.9 27.9  
出典： OECD Main Science and Technology Indicators 2003 Vol.2  
 
◆デンマーク 










GBOARDのうち GUFの占める比率は EU平均より若干小さく、日本よりかなり小さい。 
◆ノルウェー 
GBOARD の規模は EU 平均程度で、日本より若干大きい。GBOARD が GERD に占める割合は、
EU平均より若干高く、日本よりかなり高い。 
GBOARDのうち国防関係の占める比率は日本程度であるが、EU平均よりかなり小さい。 
GBOARDのうち GUFの占める比率は EU平均より若干大きく、日本程度である 
◆スウェーデン 
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GBOARD の規模は EU 平均程度で、日本より若干大きい。GBOARD が GERD に占める割合は、
EU平均よりかなり低く、日本程度である。 
GBOARDのうち国防関係の占める比率は日本より大きいが、EU平均よりは小さい。 
GBOARDのうち GUFの占める比率は EU平均、日本よりかなり大きい。 
 
同様に、北欧閣僚会議の統計に基づき、北欧 4 ヶ国の政府研究開発予算の使途別内訳を次表に示し
た。これによれば、北欧 4 ヶ国の政府研究開発予算の特徴は以下のとおり。 
 
表 69  北欧諸国の政府研究開発予算の使途内訳（その２） 
Year 2000 デンマーク フィンランド ノルウェー スウェーデン
政府研究開発予算 100           100           100           100           
国防[%] a 0.6         1.3         5.0         7.1           
地質･資源[%] b 1.3          1.6          2.3          1.7            
建設･インフラ[%] c 1.8          2.1          2.3          4.1            
環境[%] d 2.8          2.3          2.9          1.4            
健康[%] e 2.0          6.9          7.0          1.3            
エネルギー[%] f 2.0          6.6          2.5          5.8            
農業[%] g 12.4        5.4          8.9          1.9            
産業・生産技術[%] h 6.4          28.2        12.2        5.5            
社会システム[%] i 11.2        5.4          7.0          5.6            
宇宙[%] j 2.8          2.1          2.4          3.4            
大学予算における研究[%] k 39.0        25.8        39.3        50.9          
非目的指向研究等[%] l 17.8        12.4        8.3          11.5          
民生合計[%] b～l 99.5       98.8       95.1       93.1         
国防+宇宙[%] a+i 3.4          3.4          7.4          10.5          
非目的指向[%] k+l 56.8          38.2          47.6          62.4           






























表 70  デンマークの政府研究関係予算 
政府研究関係予算（2003年度） 億円 左欄×24 シェア
科学・技術・開発省 1,186 28,453 71.9%
大学 759 17,998 45.5%
研究評議会 191 4,574 11.6%
技術・イノベーション評議会 111 2,663 6.7%
国立研究所 52 1,259 3.2%
その他 82 1,980 5.0%
食料・農業・漁業省 123 2,954 7.5%
文化省 77 1,854 4.7%
教育省 64 1,525 3.9%
環境省 47 1,128 2.9%
外務省 34 826 2.1%
雇用省 33 793 2.0%
経済・産業省 29 690 1.7%
その他の省 55 1,325 3.4%
合計 1,648 39,548 100%
参考：政府研究開発支出GBOARD（OECD統計：2000年）1269億円  
注： 1DKK=18円で換算。右欄はデンマークと日本の人口比（24倍）で換算したもの。 
注： GBOARD は OECD 統計による国際比較が可能な数値[1Euro=130 円で換算]。デンマーク国内統計に
おける政府研究関係予算は、OECD統計と比べて約 30％多くカウントされている。 
注： 技術・イノベーション会議の数値は 2002年度のもの。 
出典： Offentligt forskningsbudget 2003（Analyseinstitut for Forskning） 
出典： Beretning fra Rådet for Teknologi og Innovation for 2002 (Rådet for Teknologi og Innovation) 
 
1.2.2 フィンランド国内統計における政府研究開発予算 











表 71  フィンランドの政府研究開発関係予算 
政府研究開発関係予算(2004年度） 億円 左欄×25 シェア[％]
全体 2,000 49,995 100.0
(官庁別）
教育省 843 21,063 42.1
通商・産業省 688 17,206 34.4
社会・健康省 159 3,985 8.0
農業・林業省 129 3,221 6.4
(機関別）
大学 530 13,257 26.5
大学病院 63 1,583 3.2
フィンランド・アカデミー 279 6,975 13.9
フィンランド技術庁(TEKES) 562 14,053 28.1
政府研究機関 330 8,242 16.5
その他 235 5,886 11.8
参考：政府研究開発支出GBOARD（OECD統計：2000年）1513億円  
注： 1Euro=130円で換算。中欄は、フィンランドと日本の人口比（25倍）で換算したもの。 
注： GBOARD は OECD 統計による国際比較が可能な数値[1Euro=130 円で換算]。フィンランド国内統計に
おける政府研究開発関係予算は、OECD統計と比べて約 30％多くカウントされている。 






表 72  フィンランドのイノベーション関係支出 
イノベーション関係支出（2001年） 総支出
（支出機関別） [億円] 総支出 うち国 総支出 うち国
大学 1,084 473 27,105 11,830 12.9% 26.1%
フィンランド・アカデミー 239 239 5,980 5,980 2.8% 13.2%
国立研究機関 373 272 9,328 6,793 4.4% 15.0%
VTT 278 88 6,955 2,210 3.3% 4.9%
TEKES 502 502 12,545 12,545 6.0% 27.7%
Finnvera 432 57 10,790 1,430 5.1% 3.2%
Sitra 83 83 2,080 2,080 1.0% 4.6%
Finpro 72 39 1,788 975 0.9% 2.2%
Industry Investment Ltd. 49 55 1,235 1,365 0.6% 3.0%
Innofin 7 5 163 130 0.1% 0.3%
エンジェル 494 0 12,350 0 5.9% 0%
ベンチャーキャピタル 373 0 9,328 0 4.4% 0%
企業内研究開発 4,269 0 106,730 0 50.8% 0%
海外資金 150 0 3,738 0 1.8% 0%





参考：国内研究開発総支出 GERD（OECD統計：2000年） 4672億円 
参考：政府研究開発支出 GBOARD（OECD統計：2000年） 1513億円 
注： 1Euro=130円で換算。中欄は、フィンランドと日本の人口比（25倍）で換算したもの。 




ノルウェーの国内統計における政府研究関係支出（2003 年度）は 2032 億円であり、そのうち 51％を教
育・研究省が占める。（※なお、この 2032 億円という額は、OECD 統計と比べるとかなり水増しされてい
る。） 
教育・研究省の予算（1028 億円：2003 年度）の構成は NIFU の統計上明らかではないが、大学一般助
成金のうち研究開発関係支出が 664 億円（2001 年度）[出典：NIFU, R&D 統計]、教育・研究省からノルウ
ェー研究会議に対する助成が 276 億円（2003 年度）[出典：ノルウェー研究会議 HP, Nøkkeltall]であり、こ
の両者が予算の太宗を占めると思われる。 
同様に、産業・通商省予算については、産業・通商省からノルウェー研究会議に対する助成が 135 億円
（2003 年度）[出典：ノルウェー研究会議 HP, Nøkkeltall]であり、予算の大きな部分を占めるものと推測され
る。なお、国防省予算が占める比率（6.7％）は比較的大きい。 
 
表 73  ノルウェーの政府研究開発関係支出 
政府研究開発関係支出(2003年）
（支出官庁別） 億円 左欄×28 シェア
教育・研究省 1,028 28,797 50.6%
通商・産業省 236 6,595 11.6%
国防省 136 3,808 6.7%
健康省 128 3,571 6.3%
漁業省 99 2,778 4.9%
農業省 73 2,043 3.6%
外務省 61 1,716 3.0%
環境省 60 1,693 3.0%
労働省 55 1,528 2.7%
石油・エネルギー省 50 1,389 2.4%
その他官庁 107 2,988 5.3%



















「産業」分野の支出の内訳も SCB の統計上不明であるが、このうちの大半は Vinnova 予算（184 億円：
2004年度, UO24相当分のみ41）であると考えられる。 
 
表 74  スウェーデンの政府研究開発関係支出 
政府研究開発関係支出2002年度(単位:億円)
（支出分野別） 主管
UO16 教育, 大学における研究 教育省 1,586 22,197 51.9%
UO6 国防 国防省 556 7,778 18.2%




UO7 国際援助 外務省 123 1,728 4.0%
UO9 健康, 医療, 社会サービス 健康・社会問題省 77 1,079 2.5%
UO21 エネルギー 産業・雇用・通信省 65 903 2.1%
その他支出分野 251 3,515 8.2%






注： GBOARD は OECD統計による国際比較が可能な数値[1Euro=130円で換算]。スウェーデン国内統計に
おける政府研究開発関係支出は、OECD統計と比べて約 50％多くカウントされている。 


























































軍事約 650  





























































注：デンマークの残 4635 の内訳は、食糧・農業・漁業省の研究開発制度 1140、科学・技術・開発省以外が所管する教
育機関 511 等。フィンランドの残 5235 の内訳は Finneva、Sitra 等による産業技術開発支援や、各事業官庁の技
術開発等。ノルウェーの国立研究所の額は OECD統計から間接的に推定した値。ノルウェーの残 7875の内訳は
SND による企業向け支援(3121：この額には研究開発以外のものも含むため参考値とした)や、各事業官庁の技術
開発等。スウェーデンの残 5204の内訳は NUTEKによる産業技術開発支援、各事業官庁の技術開発等。 
注：日本については、科学技術関係経費[1]を基に記した。日本の「国研」の予算額としては、科学技術関係経費のうち
国立研究所、独立行政法人、特殊法人の予算合計[2]から、本表の他の項目と重複する予算を差し引いたものを
示した。なお、OECD 統計によると、日本政府自身の研究開発支出（2001 年）は 1 兆 1949 億円とされている。日
本の「NEDO 等現業官庁所管各助成法人」欄には、産学官の機関に対して産業技術分野の研究開発に関する






出典[2]：平成 15年度政府予算における科学技術関係経費の構成について（平成 15年 5月 15日、総合科学技術会
議事務局） 
出典[3]：平成 16 年度概算要求における科学技術関係独立行政法人等の主要業務に対する見解について（平成 15























・ 政府研究開発関係予算の量的規模は北欧 4 ヶ国の中では比較的小さい。 
・ 政府研究開発関係予算における一般的大学支援の占める比率が極めて大きい。また、国防目的の
予算が占める比率が北欧 4 ヶ国の中では比較的大きい。 
 
 
表 76  付論第 1章のまとめ（北欧 4 ヶ国政府の研究開発関係予算） 



























































































































評価されることが多い（例： Lemola, 2002; Benner, 2003）。 
ノルウェーにも教育・研究大臣を議長とする研究政策調整組織が置かれているが、その活動は活発では
ない [※引用元： “Ministries in the Governance of the Research Council of Norway” (ノルウェー研究会議






・ デンマーク研究会議（Danmarks Forskningsråd）[※2004 年 1 月からデンマーク研究政策会議
Danmarks Forskningspolitiske Råd に改組]： 研究政策全般に関する助言機関。産学官の有識者
により構成。事務局は科学・技術・開発省。科学・技術・開発大臣のほか、その他各省大臣、議会に
対して助言することも可。 











・ 政府研究委員会（RFU: Regjeringens forskningsutvalg）： 政府の研究政策の調整機関。議長は教
育・研究大臣。1965年設置。現在 11省がメンバー。 
・ 各省研究委員会（DFU: Departementenes forskningsutvalg）： 政府の研究政策の調整機関。議長
は教育・研究省研究局長。現在 16省がメンバー。 
 
表 77  北欧 4 ヶ国の科学技術政策実施体制（政策立案機関） 
デンマーク フィンランド ノルウェー スウェーデン














出典： “Good Practices in Nordic Innovation Policies (GoodNIP)”, Norweigian Center for Innovation Research 












・ 研究会議（6）（Forskningsråd）： 分野ごとに 6つの研究会議が置かれ、研究助成等を行う。科学・技
術・開発省所管。[※2003年の法改正により、「自由研究会議」に改組予定。] 
・ デンマーク基盤研究基金（Danmarks Grundforskningsfond）： 国の出資により設立された独立の財
団。研究 COE設立のための助成等。科学・技術・開発省所管。 
◆フィンランド 
・ フィンランド･アカデミー(Suomen Akatemia)： 大学における研究、基礎的研究に対する研究助成。
教育省所管。 
◆ノルウェー 


















・ フィンランド技術庁（TEKES: National Technology Agency of Finland）： 応用的な技術的研究に対
する助成等。政府研究開発関係予算の約 30％を占める。通商･産業省所管。 
◆ノルウェー 
・ ノルウェー研究会議： （既出） 




・ イノベーションシステム庁（Vinnova: Verket för innovationssystem）： 産業界における技術開発、大
学等におけるニーズ指向の研究に対する助成。 
・ 知識能力開発財団（KKS: Stiftelsen för Kunskaps- och Kompetensutveckling）： 産業競争力強化
に資する知識基盤形成のための研究助成。1994年にスウェーデン議会により設立。 
・ スウェーデン戦略研究財団（SSF: Stiftelsen för Strategisk Forskning）： 自然科学、工学分野の戦略
的研究のための助成。1994年にスウェーデン労働者基金により設立。 
 
表 78  北欧 4 ヶ国の科学技術政策実施体制（研究助成機関） 























出典： “Good Practices in Nordic Innovation Policies (GoodNIP)”, Norweigian Center for Innovation Research 












・ フィンランド技術研究センター（VTT: Technical Research Centre of Finland）： 技術分野の研究を実
施。職員数約 3千人の北欧最大の研究機関。 
◆スウェーデン 
・ 全国防研究所（FOI, Totalförsvarets forskningsinstitut）： 国防分野の研究機関。 
 
表 79  北欧 4 ヶ国の科学技術政策実施体制（研究実施機関） 
研究実施機関 デンマーク フィンランド ノルウェー スウェーデン
大学等 大学 (11) 大学 (20) 大学 (4) 大学
ポリテクニク (29) カレッジ(6) ポリテクニク




国立研究所 (19) 全国防研究所  
出典： “Good Practices in Nordic Innovation Policies (GoodNIP)”, Norweigian Center for Innovation Research 


































・ 承認技術サービス機関（GTS: Godkendte Teknologiske Serviceinstitutter）： 技術コンサルティング・




・ フィンランド発明財団（Innofin: Keksintösäätiö）： 発明の商業化に対する助言、支援を行う。1971年
設立。 
◆ノルウェー 
・ 技術研究所（TI: Teknologisk Institutt）： 技術移転活動等に対する助言、支援を行う民間会社。公
的な財政支援を受ける。 











・ ノルウェー産業開発公社（SIVA: Selskapet for industrivekst SF）： 中小企業等に投資する国有会社。
そのほか、全国に 40のビジネス・パーク、10のサイエンス･パーク、ナレッジ･パークを保有する。 
 
表 80  北欧 4 ヶ国の科学技術政策実施体制（産学官連携･技術移転機関） 
産学官連携・技




























出典： “Good Practices in Nordic Innovation Policies (GoodNIP)”, Norweigian Center for Innovation Research 





















・ フィンランド産業投資株式会社（Suomen Teollisuussijoitus Oy）： 国有企業民営化の際の株式売却
益により設立された通商･産業省所管の国有投資会社。ベンチャー企業、民間ベンチャーキャピタ
ルへの投資を行う。 
・ Finnvera： KERA とフィンランド貿易保険が 1999 年に合併して発足した通商･産業省所管の国有
融資・保険会社。中小企業向け融資と貿易保険を主業務とする。 
 149 
・ Finpro： 1919 年発足のフィンランド輸出組合に端を発し、1999 年に現組織となる。企業の国際化
に対する助言・支援のほか、企業のイノベーションに対する支援も主業務とする。 
・ 雇用･経済開発センター（TE-keskus）： 1990年代半ばに発足。全国に 15の支所を持ち、地域に根
ざした中小企業支援を実施。通商・産業省、農業・林業省、労働省の 3省所管。 
◆ノルウェー 









表 81  北欧 4 ヶ国の科学技術政策実施体制（産業技術開発支援機関） 
産業技術開発



















出典： “Good Practices in Nordic Innovation Policies (GoodNIP)”, Norweigian Center for Innovation Research 




















「自由研究会議」（Det Frie Forskningsråd）、国家的、戦略的な研究を助成する「戦略研究会議」（Det 




表 82  研究機構所管予算 








分野別研究会議小計 a 121.7 2,920 73.0%
（研究フォーラム）
研究プログラム制度等 b 32.6 782 19.5%
(研究者養成)
研究者養成会議等 c 12.4 298 7.5%









出典 ：  Ansøgt beløb under den almindelige fondsfunktion sammenholdt med bevilget beløb, 
Fondsfunktionen i tal (Forskningsstyrelsen) 
出典： Årsrapport 2002 for Forskningsstyrelsen (Forskningsstyrelsen) 
 
2.2.1.2 技術・イノベーション会議 







表 83  技術・イノベーション会議予算 
技術・イノベーション会議 2002年度予算
（制度別予算） 億円 左欄×24 シェア
承認技術サービス機関GTS 46.8 1,124 42.2%
イノベーション環境 24.0 576 21.6%
イノベーションコンソーシアム 20.8 499 18.7%
地域経済成長環境整備 9.5 229 8.6%
産業PhD 5.7 137 5.1%
産業イノベータ 0.5 13 0.5%
標準化 3.6 86 3.2%
合計 111.0 2,663 100%  
注： 1DKK=18円で換算。中欄は、デンマークと日本の人口比（24倍）で換算したもの。 









ルへの投資 ”Fund of fund”、民間金融機関が中小企業への投資により被った損失の一部を補償する 
“VækstKaution” 制度の 3分野から構成される。 
 












当期損失 29.6 711  
注： 1DKK=18円で換算。右欄は、デンマークと日本の人口比（24倍）で換算したもの。 
注： 2002年度においては、国からの増資、助成はない。（※増資される年度もある。） 






予算の約 46％は国からの基礎補助金、約 32％は公的機関からの助成・契約、約 23％は民間企業との
契約、技術コンサンルティングサービス事業「リソ・サービス」により賄われている。 
 
表 85  リソ研究センター予算 
リソ研究センター2002年度決算
億円 左欄×24 シェア
収入合計 95.4 2,289 100%
国からの基礎補助金 43.7 1,048 45.8%







施設等投資 13.6 326  
注： 1DKK=18円で換算。中欄は、デンマークと日本の人口比（24倍）で換算したもの。 
注： 2003年より独立したデンマーク解体機構（Dansk Dekommissionering）分を除く数値。 


















・ COE制度：COE研究機関への助成。2002年には 16の COEに助成。TEKES と共同して助成され









アカデミーの予算約 241億円は、政府研究開発関係予算の約 13％に相当する。 
 
表 86  フィンランド・アカデミー予算 
フィンランド・アカデミー研究助成予算（2002年度）
億円 左欄×25 シェア
研究プロジェクト 92 2,308 40%
COEプログラム 39 975 17%
研究者養成 31 780 14%
研究プログラム 29 715 12%
研究ポスト 21 520 9%
国際協力 18 455 8%
研究助成　合計 229 5,736 100%  
注： 1Euro=130円で換算。中欄は、フィンランドと日本の人口比（25倍）で換算したもの。 




フィンランド技術庁（TEKES: National Technology Agency of Finland）は、1970年代の経済不況を契機
として、フィンランドにおけるイノベーションを促進することを目的とし、TEKES 法に基づき 1983 年に発足し
た。通商・産業省所管。職員 320 人。本部はヘルシンキ市に所在。国内 14 箇所に、地域雇用・経済開発
センター（T&E center）を持つ。また、北京、ブリュッセル、東京（※フィンランド大使館内）、サンノゼ、シリコ
ンバレー、ワシントンに海外支所を持つ。 
TEKES 予算（2002 年度）の 61％は企業向け、36％は大学・研究機関向けに提供されている（※企業向
け資金のうち 51％は中小企業（従業員数 500 名以下）向けに提供された）。2002 年度には、1763 社に対
して資金が提供され、うち 962社に対しては助成が行われた。 
主な制度は次の 4種類である。 
・ 大学・研究機関向け研究助成：プロジェクト経費の 50～100％を助成 
・ 企業向け研究開発助成：プロジェクト経費の 15～50％を助成 
・ 企業向け研究開発融資：プロジェクト経費の 45～70％を融資 
・ 企業向け研究開発投資：プロジェクト経費の 35～60％を投資 
 
表 87  TEKES予算 
TEKES R&D予算（2002年度） 億円 左欄×25 シェア プロジェクト数
大学・研究機関向け研究助成 174 4,355 35.6% 1219
大学 118 2,958 24.2%
VTT 44 1,105 9.0%
企業向け 299 7,475 61.2% 798
研究開発助成 195 4,875 39.9%
研究開発融資 60 1,495 12.2%
研究開発出資 44 1,105 9.0%
その他プログラム 16 390 3.2%
TEKES R&D予算 合計 489 12,220 100%  
注： 1Euro=130円で換算。中欄は、フィンランドと日本の人口比（25倍）で換算したもの。 
出典： TEKES Annual Report 2002 (TEKES) 
 
2.2.2.3 フィンランド技術研究センター（VTT） 





16％相当] の 3 つから構成される。主たる研究分野は、Electronics, Information Technology, Industrial 
Systems, Processes, Biotechnology, Building and Transportの 6分野である。 
職員数 2982 人。職員のうち、1669 人[56％]が研究職（Research Scientists）、769 人[26％]が研究補助
職（Research Staff）である。また、職員全体の 13％が博士号保持者である。最高意思決定機関は会議であ
り、産学官の有識者から構成される。本部はヘルシンキ近郊の Espoo 市に所在（70％の職員が勤務）。中
部 Tampele市, 北部 Oulu市にも支所が置かれている。 




表 88  VTT予算 
VTT2002年度決算 億円 シェア VTT2002年度決算 億円 シェア
収入 284.1 100% 支出 284.1 100%
政府基礎補助金 88.7 31.2% うち人件費 166.7 58.7%
外部資金 195.5 68.8% 1 商業ベースの活動 114.4 40.3%
公的機関 70.3 24.8% 2 共同研究開発 126.1 44.4%
うちTEKES 39.9 14.0% 外部資金充当 80.6 28.4%
民間企業 94.8 33.4% 政府基礎補助金充当 45.5 16.0%




うち外国企業 9.4 3.3%  
注： 1Euro=130円で換算。  出典： VTT Annual Report 2002 (VTT) 
 
2.2.2.4 フィンランド国立研究開発基金（Sitra） 
フィンランド国立研究開発基金（Sitra: Finnish National Fund for Research and Development）は、フィンラ




表 89  Sitra予算 
Sitra 2002年度決算（単位：億円）
収入a 支出b 損失b-a
企業向け資金提供業務 0.55 6.53 5.98
研究・技術革新・教育訓練 0.00 0.99 0.99
管理経費等 0.00 1.17 1.17
合計 0.56 8.69 8.14  




















教育・研究省 159 4,448 26.7%
産業・通商省 128 3,581 21.5%
研究基金 56 1,570 9.4%
農業省 48 1,344 8.1%
石油・エネルギー省 38 1,078 6.5%
漁業省 35 983 5.9%
環境省 35 967 5.8%
健康省 18 499 3.0%
その他 77 2,160 13.0%
(支出：項目別)
一般目的研究助成 451 12,642 76.0%
特定目的研究助成 91 2,538 15.3%
管理経費 29 806 4.8%
合計 594 16,630 100%  
注： 1NOK=16円で換算。中欄は、ノルウェーと日本の人口比（28倍）で換算したもの。 
出典： Årsrapport 2002 (Norges forskningsråd) 
 
2.2.3.2 イノベーション・ノルウェー（Innovasjon Norge） 
「イノベーション・ノルウェー」（Innovasjon Norge）は、産業・地域開発を担当する「国立産業･地域開発基
金」（SND: Statens nærings- og distriktsutviklingsfond）、特許化に対する助言・支援機関「国立発明相談









表 91  旧国立産業･地域開発基金（旧 SND）予算 






産業・通商省 88 2,468 79.1%
農業省 20 550 17.6%
地方政府・地域開発省 4 104 3.3%
国からの増資合計 111 3,121 100%  
注： 1NOK=16円で換算。中欄は、ノルウェーと日本の人口比（28倍）で換算したもの。 
出典： Årsrapport 2002 (SND) 
 
                                                          
44 SND に関する本稿の記述は、2004 年 1 月の「イノベーション・ノルウェー」発足以前の SND に関する情報に基づく。 
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2.2.3.3 ノルウェー産業開発公社（SIVA） 
ノルウェー産業開発公社（SIVA, Selskapet for Industrivekst SF）は、1968年に設立された産業・通商省
所管の国有企業である。職員数約 40名。本部は、ノルウェー中部のトロンハイム市。 
現在、ノルウェー全土に 40箇所、ロシアに 1箇所、リトアニアに 2箇所、ラトビアに 1箇所の産業・ビジネ
スパーク（Industri- og næringsparker）を運営している。SIVA の運営する usinessPark には現在約 8000 人





表 92  ノルウェー産業開発公社（SIVA）予算 
SIVA 2002年度決算 億円 左欄×28
収入 a 35.0 980
支出 b 43.7 1,224
損失 b-a 8.7 244  
注： 1NOK=16円で換算。右欄は、ノルウェーと日本の人口比（28倍）で換算したもの。 














表 93  科学会議予算 
科学会議2003年度予算 億円 左欄×14 シェア
UO1 民主主義研究 1 11 0.2%
UO21 エネルギー基礎研究 8 108 2.0%
UO16 人文・社会科学研究 38 535 9.7%
医学研究 59 824 14.9%
自然科学・工学研究 167 2,338 42.4%
教育科学研究 19 262 4.7%
高額研究設備整備 20 276 5.0%
その他研究助成 63 876 15.9%
管理経費等 20 282 5.1%
合計 394 5,511 100%  
注： 1SEK=15円で換算。中欄は、スウェーデンと日本の人口比（14倍）で換算したもの。 





員数 1280名。職員のうち 71％が研究職である。 
 
表 94  全国防研究所（FOI）予算 
全国防研究所(FOI) 2003年度予算 億円 左欄×14 シェア
収入合計 182 2,542 100%
うち国からの直接補助金 31 435 17.1%
うち契約による収入 147 2,053 80.8%
うち スウェーデン軍 92 1,295 50.9%
うち 国防省兵器部 34 471 18.5%
うち その他のスウェーデン国家機関 11 158 6.2%
うち スウェーデン企業 6 83 3.3%
うち 外国機関（官民） 3 47 1.8%
支出合計 178 2,496 100%
うち人件費 110 1,542 61.8%  
注： 1SEK=15円で換算。中欄は、スウェーデンと日本の人口比（14倍）で換算したもの。 
出典：Årsredovisning 2002 (FOI) 
 
2.2.4.3 イノベーションシステム庁（Vinnova） 







・ 研究開発プログラム：上記 2プログラム以外のもの。 
・ ナショナルイノベーションシステム：全国 28 の産学官連携研究開発拠点コンピテンス・センター
（Kompetenscentrum ）への支援、インキュベータ支援（Vinnkubator ）、産業研究機関制度
（Industriforskningsinstitut）等。 




表 95  Vinnova予算 
Vinnova 2002年度予算
（助成先別） 億円 左欄×14 シェア
大学等 67 942 43.1%
研究機関 47 658 30.1%
企業 34 471 21.6%
国際機関 8 114 5.2%
合計 156 2,184 100%  
注： 1SEK=15円で換算。中欄は、スウェーデンと日本の人口比（14倍）で換算したもの。 
出典： Vinnova Årsredovisning 2002 (Vinnova) 
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・ 公営 VCに相当する機関（NUTEK）は比較的小規模である。 
 
表 96  付論第 2章のまとめ（北欧 4 ヶ国の科学技術政策機関） 
デンマーク フィンランド ノルウェー スウェーデン
政策立案機関 一極集中 二極体制 多極分散 多極分散



















































第 1 節～第 4 節においては、デンマーク、フィンランド、ノルウェー、スウェーデンの各国の制度を順次
























                                                          
45本章の記述の多くは、北欧会議傘下の北欧産業基金の助成による研究プロジェクトの成果である “Good Practices in 
Nordic Innovation Policies (GoodNIP)” (Norweigian Center for Innovation Research (STEP), 2003) に依拠している。 
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2001年現在 45の技術プログラムを助成中。うち 7件はフィンランド・アカデミーとの共同助成。 





合あり）。融資先として中小企業、新規企業を重視。2000 年時点で、融資策の 45％は従業員 5 名以下の
企業であり、また、起業後の平均年数は 4年であった。 




3.2.1.3 TEKES FS ファンド 
中小企業、新規企業が新技術の事業化のために実施するフィージビリティ･スタディ（FS）を対象とした、





























Finnvera Small Loan Programmeは、国営金融機関 Finnvera社による、小企業、女性起業家向け融資
制度。起業家支援による雇用創出を目的とする。1996 年に Kera 法に基づく Kera 株式会社の制度として
発足。通商・産業省所管。 









































企業の研究開発投資に対する税制優遇制度。研究開発投資額の 18％（※従業員 250 人以下の中小
企業の場合は 20％）を税額から控除する。従業員 100 人以下の中小企業のみを対象とした Funn 制度











とする。IFUは 1994年発足。OFUは 1968年発足。IFU発足後、予算配分の重点は、OFUから IFUに移
行しつつある。 




発資金の 35％（※但し、約 500万円を上限とする）を助成する。 
OFU の場合、公的機関（大学･国立研究所）と企業との間で締結された PRD 契約（公的研究開発契約）
を基に研究開発が実施される。PRD契約に基づく研究開発は、新たな商業的アイディアを生み出すもので
なければならない。助成率 100％。 













































間 5 年間。現在 14機関に助成しており、最終的に 25～30機関に助成予定。2000 年発足。地方政府・地
域開発省所管。 

































も 1 つのスウェーデンの研究機関、少なくとも 1 つのスウェーデンの大学（又はカレッジ）、少なくとも 6 のス
ウェーデン企業（このうち 1 つは中小企業でなければならない）により実施されなければならない。（※通常
の AIS プロジェクトは、1 又は 2 の研究機関、1 又は 2 の大学（又はカレッジ）、約 15 の企業により実施さ
れている。） 
研究予算の 50%を Vinnova が助成、残りは参加企業が負担する。参加企業の負担は、通常、企業から
AIS プロジェクトに参加する研究者の人件費である。Vinnova 助成金の管理は 1 つの機関により行わなけ
ればならない（※通常は研究機関が管理する）。 























シアムは協定により成立し、通常 5～10 の中小企業により構成される。助成期間は 5 年間。コンソーシアム




















































3.5.1.2 Øresund大学(Øresund Universitet) 










2002 年末現在で 268 機関が参画している（デンマーク 56％、スウェーデン 44％）。会議、セミナー、
Business Academy（バイオ技術マネジメントに関する半日講習会）の開催、情報誌の発行等を行っている。
また、研究者養成分野でも幾つかの取組みがある。例えば、PhD 課程の学生向け支援制度 Medicon 




Valley PhD Programme（MVA50％、参加企業 50％の費用負担。Øresund地域の公的研究機関（大学、病
院等）において研究実施することを条件とする。現在の支援数 12 名）や、ポスト･ドクター研究者向け支援






































・ （北欧 4 ヶ国の平均に近い） 
 


























































Framework Programme, EUREKA等と同根）(Peterson & Sharp, 1998）。北欧地域においては伝統的に産
学官間のコミュニケーションが密接であり、産学官連携研究・技術移転活動は、従前より盛んであったと評
価されている (Dodgson & Bessant, 1996: 200; Lundvall, 1999: 23)。しかし、1990年代以降こうした機関の
役割は一層重要なものとなってきている。これは、1990 年代以降の「ナショナル・イノベーション・システム」
論（又は「クラスター」論）(例 Porter, 1990; Lundvall, 1992; Nelson, 1993) の影響と解釈することもできる。 
上記の第三の特徴については、北欧地域に限らず全世界的に見られる 1990 年代以降の科学技術政
策の特徴である (Freeman & Soete, 1998; Tassey, 1997)。しかし、北欧地域は伝統的に中小企業が多い産
業構造を特徴としてきており、こうした世界的傾向がより顕著に現れているとも言える。北欧地域において伝
統的に中小企業が多かったことについては、北欧各国の市場が小さいことのほか、リスク回避指向が少な



















































































































南デンマーク大学の K. Ulrich 助教授、V.N. Andersen 助教授とのディスカッションが大変有益であった。
以上の方々をはじめとする関係各位のご協力がなければ本稿は実現しなかったものであり、この場を借りて
改めて深く感謝申し上げたい。 
なお、本稿は、人事院の行政官長期在外研修制度を活用して筆者が南デンマーク大学に留学した期間
に行った調査研究の成果を踏まえて取りまとめたものである。 
 
 
 
